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　わが国各地に，特有の地場産業が散在し，それなりの経営努力が評価されてきている。つまり地場
産業は，それぞれ各地域の気候，風土，伝説に支えられて現在に至った系譜があるが，生産者側中心
の発想にもとつく生産活動に終始しているため，必らずしも消費者，ユーザーのニーズ，ウオンツに
合致した方向，活動が営まれていない側面がある。換言すれば，適確に消費者，ユーザーからの情報
が入手困難なため，最近では販売面で苦境に立たされている企業も評価される。確かに，地場産業
は，一般に中小企業が多いという事情もあり，それだけに地域の保守性，閉鎖性から容易に脱却でき
ず現段階において，新しい企業活動としてのマーケティング戦略の必要性が強調されている。っまり
産地重視のマーケティングの展開である。
　地場産業は，激しい企業環境の変化に迅速に対応し，それなりの体質的改善を試み，また経営者の
意識変革により，存続発展していかなければならない。「情報化社会」にふさわしい経営行動が営ま
れるため，これら中小企業の協同的，システム的方向としてのマーケティング事例に注目される。た
とえば，東京・晴海に設置された「協同組合ジャパン・インテリア・センター」がそれで，いかにマ
ーケティング戦略を各地域の企業が展開していくべきか，そのために必要な情報は何か，またその情
報提供の共同組織をどう管理すべきかが重視され，本研究でも取扱われた。
　この組合は，全国の家具，インテリア用品のメ・一・一カーが中心となり結成され，全国規模のネットワ
ーク事業を実現したものである。特にユーザー側のインテリア・コーディネイター，家具類アドバィ
ザー，建築士，設計技師などのニーズを迅速に把握し，かれらの所在を適確に「売れ筋」として明示
される。さらには各地メーカーの状況や特徴的な生産事情などについても，必要とあればユーザー側
に産地情報として提供される情報システムの事例として取扱われた。
　われわれは，この協同組合を通して地揚産業の今後の方向に関心を払うと同時に，消費者であり，
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従業員である生活者のライフスタイル変化の方向にも関心が払われた。
　その理由は，両者に直接，関接の相補的関係が指摘されたためである。つまり，生活者のライフス
タイル変化により，
　①地揚産業の構造変化，②地揚産業の生産活動の方向，③地場産業の生活者に影響する生活上の問
題④消費者であり，従業員である生活者の地場産業に与える影響などが挙げられる，ためである。
　ところで，われわれは東京都下の生活者に対し，2つの実証的調査が実施された。
　調査（その1）は，1987年に「ストレスフルな生活事件（Life　Events）と生活者の適応行動」を実
施，そこで，1．「現代社会」に対するイメージ評価，H．ストレスと健康管理および食生活の関係が
検討された。
　調査（その2）は，1988年に「生活者の生活設計におよぼす労働観，消費意識の関係」を実施，
1正生活設計のマーケティング上の意義，IV．労働観と消費意識のバランスの問題V．生活設計と消
費生活の関係，についてデータが収集され，分析された。
　今後は，これら5観点からの分析データを，いかに地場産業の経営方針，企業活動に反映されるべ
きかが，残された重要な課題といえる。以上の5つの問題点について，
　1．については，「コンピュータ中心」「スピーディーな」「国際的な」「多忙な」「急進的な」社会と
いう評価で，「安楽な」「余裕のある」社会といったイメージがもたれていない。こういう社会での生
活者は，当然ストレスフルな生活を強いられる。
　H．については，仕事や職場生活で約50％の人々が，強い不安，悩み，ストレスを感じていること，
自己の健康を過半が評価しているものの，「肩，首筋背中，腰のこり，痛み」を訴え，医師より慢
性的な持病と診断されているものでも約20％いる。それに対し食生活では「栄養のバランス」「健康，
自然食品の摂取」「塩分を抑える食事」「規則正しい食事」を挙げ，健康管理では，「睡眠をよくとる」
「戸外活動をする（特にスポーツ）」「食事に留意する」と回答している。
　皿．については，生活設計の中心的内容は何か，どういう状況で強く意識され，どの程度のタイム・
スパンで設計されるか，測定可能なニーズとして生活設計が検討された。
　IV．については，ライフスタイルを実証的，客観的に把握されるために，労働観と消費意識のバラ
ンスに注目された。このバランスにもとずき生活設計や消費生活の規定される事実が確認された。
　V．については，特定の生活設計のパターンや特徴が，特定のライフスタイル，特に消費生活との
関係において関心が払われた。
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1　地場・産地産業の現状と課題
　　1　地場・産地産業の変貌
　地域に特有なわが国の産地は，幕末から明治にかけて，多彩かつ広城にわたって形成されている
（第1図）。これは，日本の国土が地理的・自然的条件に多様性を有しているために，多種多様な産地
形成をみたのであり，地域社会を構成する住民の生活慣習とも関係して地域特性を保有していたから
であろう。産地の初期的段階においては，手工業を中心とする職人による企業形態であり，土着の伝
統的技術と地場に産出する原材料にみる風土的規定をうけている。とくに，衣食住に係わる伝統的産
地が，江戸時代以前に多く形成されたのは，そのためである。
　地場産業（’）は，地域の中小零細企業の集積によって形成された企業集団である。それは，伝統産業
から発展し，地域の労働力と地域に産出する原材料との結びつきによって形成され，特産品としての
市揚形成をみたものである。しかし，地場産業の現実の存在形態は，工業化過程で大きく変貌を遂げ
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資料：申小企業庁調べ
（注）　四捨五入のため，合計は100にならない。
第1表産地の形成時期
江戸時代
以　　前
明治・大
正時代
昭和元年
～20年
昭和21年
一・・59年 不　　明 合　　計
食　　料　　品 22 13 12 14 6 67
繊 網　・・ 54 9 22 4 135
；衣服・その他の
繊維製晶
1 9 7 16｝ 0 33
木工・家則2gl・4 14 15 1 83
難
? 32i325 14 7 90
窯業・土剣29 20 3 8 0 60
機械・金　属 20 22 7 8 1 58
合 ”li｛i’1・79 174 57 97 19 526
資料：中小企業庁調べ
（注）産地の数は生産額につい集計可能なもののみとした。
多種多様の顔をもっている。
　（第1表）にみるように，江戸時代以前に形成された産地は，35％を占めていて伝統的な技能中心
の産地が多いのが特色である。一方，戦後形成された比較的新しい産地は，高度経済成長期を中心に
飛躍的に発展し工業技術中心の産地が目立っている。しかし，高度成長期での作れば売れた市場条件
が，オイルショックを契機に大量生産体制に問題が発生し，価値観の変化や消費者ニーズの多様化に
対応が困難な産地もみられる。とくに，伝統的技術の喪失は取り返しのつかないものとなってしまっ
た。そのような状況下にあっても，地場産業は，なおも地域経済の重要な担い手としての役割を果た
してきていることも確認される。
　地場産業の生成は，地域の自然的・歴史的・社会的風土に負うところが大きい。すなわち，原材料
賦存の地域性，伝統的（歴史的）技術の蓄積にみる地域性，労働力の依存にみる地域性などがそれで
あり，地場産業は歴史的過去をもつ伝統産業が中心になっている。したがって，地場産業は，自然的
風土規定をうけて成立し，歴史的・社会的過去をもった地域を基盤とする産業社会を形成していると
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いってよい。地揚産業は，中小企業によって形成されているから，中小企業の在り方が地揚産業の盛
衰をきめるといってよい。地揚産業の在り方は，あらゆる歴史的過去の集積の上に立って，現代社会
の動向に対処し，対応しつつ，その特質を失わない展開が最も重要なことである（2）。
　その具体例として上げられるのが，石川県にある2つの漆器産地，輪島と山中である（3）。輪島産地
が，伝統的な工芸技術をそのまま保持しつづけてきたのに対して，山中産地は，高度経済成長の波に
乗って，産地近代化の名のもとに，木製漆器からプラスチック製漆器へと転換したことによって，量
産化と拡販体制に成功した反面，伝統的技術を失うという大きなデメリットを招来した。これは，原
材料が根本的に変ったことを受けて，生産工程が変革し，工芸的技法から工業生産技術へと転換を図
ったことによって，産地そのものの体質を変えてしまった。一度変化した産地体質を再生させること
は容易ではなく，目下産地再建に向けての努力がつづけられている。伝統的技術から工業技術（量産
体制の確立）へと転換し，近代化・合理化の名のもとに，かけがえのない伝統技術を失った産地も多
い。
　いずれにせよ，地場産業は，その歴史的過程にあって，地域社会にとってきわめて重要な位置にあ
り，地場産業の盛衰がそのまま地域経済を左右するといっても過言ではない。これまでの地場産業
は，生産者の側の論理（川上的発想）で再生産活動を行ってきた。しかし，産地をとりまく経済環境
はいたってきびしいものがあり，消費者ニーズの変化や価値観の変化に機敏に対応できる体質（川下
的発想）へと質的転換が必要となってきた。とくに，産地マーケティングの重要性が高まっているの
である。
　　2　地場・産地産業の現状
　わが国の地場産業は，さまざまな産地形態を生んでいる。年間生産額で5億円以上の産地は，全国
に533存在している。業種別では，（第1表）にみるように，繊維が最も多く，次いで雑貨，木工・
家具，食料品，窯業・土石，機械・金属衣服・その他の繊維製品となっている。これらの産地を形
態別構成でみたものが，（第2表）である。わが国産地を内需型産地（内需比率80％以上）と輸出型
産地（輸出比率20％以上）とに分けると，内需型産地は87．6％（467産地），輸出型産地12．4％（66産
地）となっていて，内需依存の産地が多いことがわかる。企業数でみると，わが国中小製造業全体の
15．5％を占めていて，地場産業の位置の高さが理解できる。従業者数では，全中小製造業の12・2％
で，企業数の比率と比べて3．3％低くなっていて，産地企業の小零細性が浮き彫りにされる・さらに・
年間総生産額では11．0％とその比率を低くしているが，これは，産地企業の過小過多性に基づく低生
産性を意味している。一方，輸出型産地と内需型産地の両者を比較してみると，輸出型産地が，企業
数の割合で内需型産地を上回り，さらに従業者数生産額で輸出型産地の比率が高くなっている。こ
れは，内需型産地が輸出型産地に比べて企業規模の小零細性，低生産性であることを示している。こ
のように，わが国の産地は，労働集約的な中小零細企業の集団であることがわかる。
　（第3表）で輸出型産地の企業数，従業者数の推移をみると，60年と61年の1年間で企業数で408社
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第2表　わが国産地の形態別構成
産地数 企業数
　　　（人）
従業者数
???（?????
　（百万円）
輸出額
　　　（％）
輸出比率
産地全体i 533 ・…　69s　1…3・・43s　1・51・422・・・・…7・18．7
1害甥轄全謝 ・5・・1 12．2 11．0 ・…1
輸出型産矧 　　66（12．4） 16，394　　　　　192，820（14．2）　　　　　（18．7） 27，848　　　1，029，697（18．4）　　　　　　（78．5） 37．0
中小製造業全体に
占める割合　（％） 2．2 2．3 2．0
・8・・i
内需型産地 　467（87．6） 99，301（85．8） 838‘615　　　　123，574（81．3）　　　　　（81．6） 2器iチ1剥 2．3
1害鰐鱗全騰
?
13．3 9．9 9．0 5．1
資料：中小企業庁調べ，通商産業省「工業統計表」60年速報，大蔵省「貿易統計」
（注）1．61年において生産額が5億円以上の産地を対象とした。
　　　2．輸出型産地とは，輸出比率が20％以上のものをいい，内需型産地とは，輸出比率20％未満の
　　　　ものをいう。
　　　3．産地数，企業数および従業者数については，61年の数値，生産額および輸出額は60年実績値
　　　　であり，かつ，企業数，従業者数，年間総生産額および輸出額は産地組合の組合員に限って
　　　　集計した。
　　　4．中小製造業全体の企業数，従業者数，年間総生産額は「工業統計表」60年速報の事業所数，
　　　　従業者数および生産額を用い，輸出額は60年の中小企業性製品の輸出額を用いた。
　　　5．（　）内は構成比。
第3表　輸出型産地の企業数，従業者数の推移
年＼…＼　　企　　業　　数 従　業　者　数
60 年 14，396社 228，313名
61 年 13，988社 218，086名
増 減 △408社 △　10，227名
資料：中小企業庁調べ
（注）1．60年に輸出比率が20％以上であった79産地についての
　　　調査である。
　　2．60年，61年とも9月30日現在のものである。
　　3．企業数，従業者数とも産地組合の組合員に限って集計
　　　　したものである。
（2．8％減），従業者数で10，227名（4．5％減）が減少していることがわかる。これを（第2図）で業種
別出荷額をみると，輸出型産地（79産地）の60年では，全体の95％が減少していて，増加はわずか5．1
％に過ぎない。とくに，食料品，繊維，窯業・土石はすべての産地が減少となっている。一方，木工
・家具では50％の産地が増加し，衣服・その他の繊維製品も33．3％の産地が増加している。
　輸出型産地の不振が目立っているが，これは，円高による影響と国際競争力の低下が主な要因であ
ろう。G5以降の急激な円高ドル安は，とくに輸出型産業を直撃した。これに対応するために，企業
はコストの低減（原材料やエネルギーの円高メリットと合理化等）と輸出価格転稼を行ってきた。そ
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のために，急激な円高下にも抱らず，企業適応力を発
揮して諸問題を解決してきている。
　（第3図）は規模別輸出価格転嫁率をみたものであ
る。中小企業性製品（中小企業性業種で，中小企業の
出荷額が70％以上）が，61年，62年のいずれも大企業
性製品（大企業性業種で，大企業の出荷額が70％以
上）を上回る価格転嫁率を示したことである。とくに，
62年では，70．6％の価格転嫁率で，大企業性製品の転
嫁率を17．5％も上回っている。これは，わが国の中小
企業が，国際競争力を着実につけてきていることを意
味するものであり，とくに国際化の進展する中で比較
優位産業の健闘が目立っている。
　このような状況下にあって，輸出型産地の不振は著
しいものがある。輸出型産地の業種が比較劣位産業で
あることが本質的な問題であり，産地産業の抱える構
造的な問題であるといってよい。地場産業の質的転換
を図るためには，産地マーケティングを中心とした構
造改善が不可欠となっているのである。
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第2図　輸出型産地の業種別出荷額動向
　　　　　　　　　　　　（60年9月以降）
　　0　　　　　　　　　　　　 50　　　　　　　　　　　100（％）
体
食　料　品
繊 繊
衣服・その他の
繊維製品
木工・家具
窯業・土石
機械・金属
雑
?
　口増加産地　懸減少産地
資料：中小企業庁調べ
（注）　1．60年に輸出比率が20％以上であった
　　　79産地についての調査である。
　　2．　四捨五入のため，合計は100になら
　　　　ない。
第3図　規模別輸出価格転嫁率）??（
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資料：中小企業庁試算
（注）　1．60年平均を基準とした。
　　　2．価格転嫁率は，60年平均を基準とし，（為
　　　替レートの変化率一円建輸出価格変化率）／
　　　為替レートの変化率×100で算出した。した
　　　　がって，為替レートの変化分をすべて価格に
　　　転嫁した場合，転嫁率は100となる。
　　3．為替レート変化率は，欧州方式によった。
　　　すなわち為替レート変化率＝（比較時為替レ
　　　ートー基準時為替レート）／基準時為替レー
　　　　ト
　　4．　中小企業性製品（大企業性製品）とは，日
　　　本標準産業分類細分類で中小企業（大企業）
　　　の出荷額が70％以上（59年基準）を占める業
　　　種の製品をいう。
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第4図　内需型産地の業種別出荷額動向
　　　　　　　　　　　（60年9月以降）
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（注）60年に輸出比率が20％未満であった45産地
　　についての調査である。
　次に，（第4図）で内需型産地（454産地）の業種別
出荷額動向をみると，産地全体では，60年9月以降で
60％の産地が減少，13．9％が増加となっていて，減少
産地の比率が高いことがわかる。内需型産地も輸出型
産地ほど不振ではないものの，決して好調とはいえな
い。増加産地としては，食料品（26．2％増加），窯業・
土石（21．6％増加）が高い比率を示しているが，他の
業種は全体の平均以下である。これは，内需型産地に
共通する高度成長期の体質（生産者側の論理による生
産第一主義の考え方＝川上的発想）では，消費者ニー
ズの変化や価値観の変化に対応（川下的発想に基づく
マーケティング第一主義）できなくなっていることを
示すものといえよう。
　地場産業の相対的な地盤沈下は，産地の構造的な要
因に基づくもので一過性のものではない。マーケティ
ング第一主義に立った，産地及び企業の経営戦略が最重要課題であるといえよう。
　　3　地場・産地産業の果たす役割
　地揚産業は，地域経済社会に対して生産活動や文化活動等によって，地域住民の福祉に大きく貢献
している。とくに，産地中小企業が果たす経済的・社会的役割は大なるものがある。とくに，「就業
機会の提供」の意義は最も大きく，地場産業の盛衰が地域経済に影響を与え，雇用の機会に大きなイ
ンパクトを与えることになる。次に，「伝統文化・伝統産業の担い手」としての役割である。工業化
の進展は，工芸的技術（技能というべき）を喪失し，伝統的文化の継承を困難にしっつある。需要構造
の変化の中で，いかに伝統文化を担うかが課題となっているが，労働集約的で低生産性・低付加価値
ということになると，低賃金は避けられず，後継者不足となってしまう。伝統文化の継承は，高付加
価値・高賃金の産地企業の体質にすることが前提条件といってよい。「地域コミユニティ形成の中心」
「地域経済活動の中心」としての産地中小企業の役割も大きい。地域社会の振興は，産地企業に負う
ところ大で，その意味で企業の社会的責任の重さが加わるのである。また，「給与支払いを通じての
地域消費の形成」は，雇用の機会を提供し，生産者としての場を産地企業が創出し，そこで得た所得
によって消費生活が行なわれる。地域産業が活発になるためには，所得水準を向上させ，地域消費を
大きくすることが重要である。「地域の活力源」，「伝統行事や祭事の実行の中心」となって，地域社
会と密接な関係を結び，血縁，地縁さらに社縁へと広がりをもたせるのも中小企業の果たす重要な役
割りである。また，「経済循環を通じての波及効果」，「税の支払い等により地方財政に寄与」する産
地企業の役割がある。企業が収益を上げなければならないのは，単に一企業の利益を追求するためで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　8　一
第28巻第1号　1989年10月
第5図　地場産業をめぐる地域内循環の大きさ（湯沢市の例）
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資料：秋田県「湯沢・雄勝地域地場産業振興ビジョン」57年3月
（注）市内，県内，県外の各比率は，原材料・サービスの購入，付加価値，製造品出荷額のそれぞれに対
　　する割合を示す。
はなく，企業の再生産活動の成果が，地域のマネーフローを大きくし，税収の増大によって地域住民
の福祉の向上が図かれるのである。このように，産地企業の経済的・社会的に果たす役割が多方向に
わたっていて，地域社会に対する企業の責任もまた大きいのである。したがって，産地と産地企業の
発展なくして，地域社会・経済の発展はあり得ないのである。
　（第5図）は，地場産業をめぐる地域内循環の大きさを，秋田県湯沢市を例にみたものである（4）。
湯沢市は，人口37，　OOO人で人口横ばいの地方都市である。当市の重要な産業として，酒造業がある。
総出荷額約122億円で，そのうちの65．3°／oは，県外販売となっていて，当市の清酒がブランド商品と
して全国的に知られ，県外市場に大きく進出していることがわかり，県外から多大の収入を得る産業
に成長している。一方，原材料・サービスの購入や付加価値での市内依存度が高くなっている。この
ように地揚産業は，原材料や労働力など地元の諸資源を活用し，地域に根づいた経済・社会活動を展
開していることがわかる。そして，酒造業を通じて，地方財政への寄与や就業機会の提供などの経済
面のみならず，地域文化の維持発展，伝統産業の承継など地域経済活動の中心として，多面的な役割
を担っているのである。
　　4　産地の環境変化とその対応
　産地を取り巻く近年の環境変化は，一段ときびしいものがある。（第6図）は，産地を取り巻く環
境変化を，「近年の環境変化」と「円高によりとくに加速された環境変化」の2つに分け，それを輸
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第6図　産地を取り巻く近年の環境変化
　　　　　（1）輸出型産地
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（注）複数回答のため，合計は100を超える。
　　lL3
　　　　23．2
　　　　24．1
：：：
出型産地と内需型産地別にみたものである。まず，輸出型産地では，「海外市揚におけるアジアNI
CSとの競合」が，近年及び円高後共に最も高い比率を示している。アジアNICSが，海外市場や
国内市場あるいは両市揚でわが国企業と競合相手として大きく成長している。輸出型産地では，アジ
アNICS製品と価格競争を行っても，その勝算は薄い。非価格競争力の点においては，わが国の産
地企業の方が優れているので，これを徹底的に追求していくことである。次に，「需要の伸び悩み・
減少」これとの関連で，「製品価格の伸び悩み」があげられている。これらの要因も，アジアNIC
S製品との競合が主なるものであろう。一方，「アジアNICS製品の輸入増加」による輸出型産地
の影響もあげられている。これは，輸出型産地といえども，輸出比率が37％（第2表参照）であるこ
とから当然の結果といえよう。
　これに関連して，（第7図）でわが国の中小製造業が，円高下における他国製品との競合状況をみ
てみると，国内市場での競合が33．　9°／・，輸出先市場での競合10．　4％，両市場での競合19．4％となって
いる。これらの市場での競合相手国として，アジアNICSが64．6％で最も高く，次いで北米37．4％
西欧28．6％，ASEAN諸国16．9％の順となっている。その中で，アジアNICSとASEAN諸国
との競合状況の変化を「価格」と「非価格」とでみると，両者の間では共通していることがわかる。
現在及び3年後共に，「価格」においては，わが国の劣位が明らかであり，「非価格」では，わが国の
優位性がみられる。しかし，非価格においても，アジアNICSとの関係においては，わが国が現在
優位80．8％が，3年後には53・2％と27・6％も大幅に比率が下がっている，ASEAN諸国についても
同様に78．4％から53．5％となっていて，24．9°／。も低くなっている。
　このように，発展途上国企業は，わが国中小企業との競合関係で，価格競争力で絶対的な優位性を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一10一
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資料：中小企業庁「製造業経営戦略実態調査」62年12月
（注）　四捨五入のため，合計は100にならない。
一11－一
　　　　　　　　　　　　　　　　明治大学　社会科学研究所紀要
得ていることがわかり，さらに，非価格競争力についても，次第にわが国企業を追い上げていること
が理解できるのである。
　次に，内需型産地の環境変化についてみると，「需要の伸び悩み・減少」，「製品価格の伸び悩み」の
2つが高い比率となっている。これとの関連で，「需要の多様化・高級化」が上げられているが，内需
型産地のかかえる問題点がよく現れている。消費者ニーズに的確に対応した製品開発とマーケティン
グの展開を図らなければ，需要構造の変化に対応できなくなり，価格形成力も劣ってしまう。ニーズ
の多様化や価値観の変化は，生産ロットを小口化し，小回り性が要求されるので，生産者にとっては，
コスト高を招くことになる。高級化志向といえども，価格は低廉であることが販売力をつける条件で
あるから，高級化＝高額化ではない。より良い製品をより安く，ジャスト・イン・タイムに供給する
ことが企業経営の真理である。需要は絶えず存在している。問題は，産地企業が需要を的確に把握す
る手段やシステムを構築していないことである。情報の重要性はここにあるのである。微妙に変化す
るニーズを情報という手段によって的確にとらえるネットワークシステムの構築が必要である。需要
を掘り起し，さらに創造していくことによって，供給力を増大させ，価格形成力が高まる。高付加価
値体質の産地企業とするためには，的確なニーズの把握とそれにいかに対応するかにかかっている。
　（第8図）は，環境変化に対する産地の対応をみたものである。輸出型，内需型産地に共通する対
応として，「新製品の開発」を第1位に上げている。新製品開発の重要性は十分理解できるところで
あるが，問題は，ニーズに的確に対応した内容の製品開発であるかどうかである。生産者の側の発想
　　　　（1）輸出型産地
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第8図　環境変化に対する産地の対応
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でいくら新製品を開発しても，販売には結びつかないのである。売れる条件を具備した製品開発は，
消費者に原点を求める発想でなければならない。また，「製品の高級化」，「製品の多品種化」も重要
な対応策となっているが，これについても同様なことがいえる。消費者ニーズの多様化，価値観の変
化が多品種少量生産化を促進することになる。消費者が高級化志向にあるといっても，良い製品をい
かに安く購入するかは，消費者にとっての真理である。したがって，生産者は，いかに製品の価値実
現力を高めるかにかかっている。消費者ニーズに焦点が合わない製品では徒労と化すので，「販売活
動の強化」は，売れ筋商品の開発とそれの強力な販売戦略によって，市場への対応が可能になるので
ある。それにしても，「情報収集活動の強化」が，輸出型産地ではきわめて低く，内需型産地におい
ても低い比率となっている。この点が産地の最大の問題であり，情報に対する認識と産地情報力の強
化が最も重要な対応策であるといえよう。
　　5　地場・産地組合の役割と課題
　すでにみたように，地場・産地企業は，中小零細企業によって構成され，規模の小零細性から，低
生産性・低付加価値，低賃金というのが実態である。そのうえ，消費者ニーズの多様化，価値観の変
化の激しい経営環境に，小零細な企業が，個々の力で対応することは困難な状況下にある。このよう
な，個々の中小企業では克服が困難な諸問題を解決するために中小企業組合の役割がある。とくに，
中小企業の集団地である地場・産地組合の果たす役割は大きく，産地振興の中心的な役割を担ってい
るのである。
　（第9図）は，産地組合活動の成果と今後の課題をみたものである。まず，産地組合の果たしてき
た役割では，「展示会・見本市の開催」（47．3％），「情報の収集・提供」（25．0％），「原材料などの共
第9図　産地組合活動の成果と課題
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同購i入」（14．3％），「産地の一本化意識の形成」（12．2％）が主な共同事業であった。さらに，今後組
合が取り組むべき課題をみると，「新製品・新技術の開発」（34．7％）を第1位に上げ，次いで，「情
報の収集・提供」（25．8％），「産地の一体化意識の形成」（23．　8°／・），「展示会・見本市の開催」（18．0
％），「人材育成」（15．5％），「研究開発成果の普及活動」（13．2％）の順となっている。
　これまでの組合が行ってきた共同事業の成果は，あくまでも実績であって，取り組もうとした課題
とは必ずしも一致するものではない。しかし，その相関関係のあることも十分理解できるところであ
る。しかし，成果と課題との内容を検討してみると，大きく異なっていることがわかる。すでにみた
ように，産地を取り巻く環境変化が，産地組合が取り組むべき共同事業の内容に大きなインパクトを
与えていることを明確に示しているといえよう。
　とくに，新製品・新技術の開発，情報の収集・提供，産地の一体化，人材育成等のソフトを中心と
する組合の共同事業の重要性が極めて高いものとなっている。これらのソフト的な共同事業を行うた
めには，組合の執行部体制を強化して，これまでの古い組合体質を脱皮することが必要となる。さら
に，組合の財政基盤の強化（出資金の充実，賦課金の増収）によって，共同事業の資金的な裏付けが
確立されなければならない。また，組合の事務局体制の充実強化も不可欠の条件である。組合事業の
具体的な推進者は，専従事務局員である。有能な専務理事，事務局長を確保して，事務局体制の強化
を図かることが，それ自体組合の共同事業であると認識すべきであろう。個々の組合員企業では，す
ぐれた人材を確保することがむずかしくても，組合という組織のカ（賦課金によって人材を共有）で
事務局の充実は可能である。
　産地組合が今後取り組むべきソフト的共同事業の成否のカギは事務局体制（人材）にあるといって
よい。とくに，情報化（ネットワーク・システム化）に対応でき，マーケティングに関する能力を有
する人材が必要となる。絶えず消費者ニーズを掘り下げ，新製品を開発して，高付加価値体質の産地
として活性化を図かるシンクタンク機能，オルガナイザー機能を果たすのが，産地組合の任務である
といってよい。したがって，地場・産地産業振興のかなめが産地組合であり，産地盛衰のキャスチン
グボートを握っているのが産地組合であるといっても過言ではない。
H　家具・インテリア産業の情報化への対応一協同組合ジャパン・インテリア・
　　センター（JIC）を事例として（5）一
　　1　JICの概要と事業展開
　協同組合ジャパン・インテリア・センター（以下JICという）は，昭和40年5月，全国の家具産
地・地場産業に存在する家具製造業者によって，家具流通の合理化，近代化を目的に全国型組合とし
て設立され，その事業拠点として東京都中央区晴海に，ジャパン・フアニチァ・センター（JFC）
を建設した。出資金8億円，8階建11，300㎡という巨大な共同施設（ショールーム）を有する協同組
合は他に類例をみない。
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　昭和60年10月に，JFCは，時代の変化とニーズに対応すべく，ミインテリアコミュニケーシヨン．
をコンセプトとしたJICに協同組合の名称を改め，新しいスタートを切った。それは，インテリア
ビジネスセンター，情報発信基地を目指したJICへの変貌といってよい。JFCからJICへの転
換は，これまでの単品としての家具から，インテリアを構成するエレメントとしての家具への変化に
対応するものであり，あらたに快適空間の提案が重要な役割となり，また，ビジネスとしても，イン
テリアというトータルな視点からの取り組みが必要であるという考えからであった。
　ちなみに，昭和63年度のJICの基本方針は，「インテリアのビジネスセンター，情報発信基地を
目指し，各種事業を積極的に進め，組合員の経営活動の促進を図り，社会的・経済的地位の向上に寄
与する。また，各種の事業活動を通じて，ユーザーに家具・インテリアに関する公正な情報を提供す
ると共に，ニーズにマッチしたアメニティ空間を提供する」となっていて，JICの組合活動の基本
が示されている。このように，JICは，家具の地場・産地産業の中核的な企業を組合員として，家
具・インテリア産業の情報化にとって極めて重要な役割を果たしているのである。
　JICの昭和63年度における組合員数は73社2団体（9企業）であり，JIC内に各組合員のショ
ールームがある。各組合員は，独自の販促・販売・PR活動を行っているが，組合としても販売事業
には最も力を入れていて，同事業は組合の別組織である（株）JICが担当している。
　JICの職員は8名，販売事業部門が21名，他に嘱託等を含めると総勢35名となっている。販売部
門である（株）JICは，ユーザー（メイト会員）を対象とした家具・インテリア製品の販売を行な
う「メイト事業部」，インテリアビジネスに関わるプロフエッショナルなビジネスに卸販売を行なう
rICM事業部」，内装工事から増改築の設計・施工などインテリア全般のリフォームを行なう「リ
ファイン事業部」，マンション，ホテル，店舗，オフィスなどのインテリア設計・施工を行なう「コ
ントラクト事業部」，商店の共同配送，保管などを行なう「流通事業部」等の部門を有している。
　また，JIC内には，家具製造業者の全国組織である社団法人全国家具工業連合会（全家工連）や，
デザイン保護を行なう社団法人日本家具デザインセンターの本部があり，家具や業界に関する情報提
供が行なわれている。さらに，江戸時代から明治・大正・昭和初期にかけての日本の家具やヨーロッ
パの17世紀から20世紀初期の家具・調度品を保存・展示しているわが国唯一の「家具の博物館」（財
団法人）があることも特筆されることである。
　次に，JICの事業展開（第10図）をみると，①販売事業，②流通事業，③情報事業，④販促事業，
などであるが，販売事業は（株）JICが担当，ユーザーを対象とした販売及び増改築とプロ及び販
売業者を対象とした販売及び設計・施工に大別されているが，後者については，組合員及び協力メー
カーによる1＆Cビジネスグループを設けて，インテリアコーディネーターや設計事務所などプロを
対象としたビジネスやコントラクトビジネスの推進を図っている。
　また，インテリアコーディネーター，設計事務所などインテリアコーディネートに携わるプロ集団
であるICM（インテリア・コーディネート・メンバーズ）クラブを組織し，家具・インテリアに関
する情報提供や商品の供給などを行なうなど，JICをインテリアコーディネーターなどプロのビジ
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第10図　JICの事業展開
販売事業（インテリアビジネス）
　　　　㈱JIC
情報事業　　販売促進
教育事業　　展示事業
ネス拠点としての体制づくりを進めている。
　とくに，「情報事業」については，JICの新しい事業展開の核として位置づけ，rJIC情報ネッ
トワーク」の研究・開発に力を入れている。情報事業としての情報システム・ネットワーク化の具体
化は，ノ・一ドとしてのショールームビルJICを所有していること，また組合員だけでなく，JIC
協力会や1＆Cビジネスグループの組合員以外の家具・インテリア企業の参加が期待できる。さら
に，ICMクラブメンバーであるインテリアコーディネーターや設計事務所などプロの組織を有して
いることなど，きわめて有利な条件をJICは具備しているといってよい。
　昭和63年11月には情報システム・ネットワーク化を推進するための事業部門として，「情報事業部」
を発足させている。今後，情報事業に中心を置いた組合活動が展開されることにより，各種の組合事
業はさらに大きな成果を上げると共に，家具・インテリア産業に強いインパクトを与えることが期待
される。とくに，全国に散在する家具の地場・産地産業や製造業者に対して，ユーザーニーズに対応
するための家具・インテリア情報を提供するためのシンクタンク機能，オルガナイザー機能を果たす
ことによって，高度情報化社会に対応する地場・産地産業へと質的転換することが期待されるのであ
る。
　　2　高度情報化社会を進展させる要因
高度情報化社会は，急速に展開し，好むと好まざるとにかかわらず，生活者にとって身近な問題と
なっている。そして，高度情報化によって，革命的ともいうべき社会を創造していくのである。
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第4表　各分野に導入が予想されるニューメディアによるサービス
第一次産業
第二次産業
第三次産業
社会分野
農林水産業
製　　造　　業
卸・小　売　業
銀　　行　　業
生鮮食料品流通情報サービス
気象データベースサービス
酪農i情報システム
施設園芸集中自動制御
製造・卸・小売間流通情報システム（流通惰報データベースサービス等）
ホームショッピング
ダイレクト・マーケティング
CAD・CAMシステムの提供データベースサービス
製造・卸・小売間流通情報システム（流通情報データースサービス等）
ホームショッピング
カタログ販売（インフォマーシャル）
クレジットオンライン
エレクトロニック・バンキング（在宅送金・振込みサービス・集金代行サ
ービス等）
証券業ホームディーリング（株式情報提供サービス・在宅証券売買サース等）
信　　販　　業
不動産　業
運　　輸　　業
クレジットオンライン情報システム（クレジットカードの照会自動振替サ
ービス等）
物件データベースサービス
遠隔防犯防災サービス
座席等各種予約サービス（荷主等とのデータ交換）
総合運行管理システム
倉　　庫　　業　　荷主とのデータ交換
通　　信　　業　　電子メール
旅　　行　　業
電気・ガス・水
道業
出　　版　　業
新　　聞　　業
ホテル等各種予約サービス
旅行コンサルティングサービス
遠隔検針サービス（テレメータリング）
遠隔防災サービス
パッケージ系の出版サービス（ビデオディスク百科事典等）
電子雑誌・電子文庫
電子新聞
記事情報データベースサービス
在宅世論調査
放送業在宅学習システム，ペイテレビ
映画業パッケージ系及びペイテレビ等による映画サービス
ホテ・レ業1予約サービス・画像サービス
二・一ス提供剰ダ・…二・一ス提供サービ・
情報処理サービ
ス業 リモートコンピューティングサービス
データベース業　情報検索サービス
広告業インフォマーシャル
医 　　救急医療サービス，医療データベースサービス，医療コンサルティングサ療1　　一ビス
教 育　　在宅学習システム，CAIシステム，教育情報データベースサービス
行 政 在宅行政サービス（住民票の転送，印鑑証明の発行等）統計調査電送システム，遠隔防犯防災サービス，行政関連情報データベースサービス
各分野に共通するもの　　　　　在宅勤務システム，テレビ会議システム，テレコントロールシステム
資料：産業構造審議会情報産業部会中問答申他
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　その要因の第1は，科学技術の進歩である。エレクトロニクス技術の進歩は，コンピュータの小型
化を進め，すべての分野で利用範囲を拡大させつつある。それによって，コミュニケーションが発達
（光ファイバー通信の開発など）し，ニューメディアによるサービスが展開される。高度情報通信ネ
ットワークが構築されると，家庭と銀行，役所や会社等がコンピュータで結ばれる。買物も家庭内で
できる。ホームショッピングは，目用雑貨やディリーフーズのほとんどを可能にする。合理的・機能
的な買物は，ホームショッピングで十分可能となる。支払は，銀行引落しで行なわれる。科学技術の
進歩は，家具・インテリア業界のあり方を大きく変えることになるのである（第4表）。
　第2は，価値観の変化への対応である。戦後のわが国の経済発展の中で，国民（消費者）の生活ニ
ーズは，3つの段階を経てきたといってよい。①生きるために働いた時代，すなわち基本的生存ニー
ズに対応した時代であり，その次に，②物の豊かさを求めた財の所有ニーズの時代，であり，さら
に，③精神的な心の豊かさを求める時代，すなわち生活の創造ニーズの時代であり，これは現在及び
21世紀に向っての生活者のニーズであるといえよう。
　生きるための時代における家具産業は，購買力の不足から産業基盤の形成をみなかった。しかし，
その時期を経て，財の豊かさを求める高度成長期に入ると，家具産業は，耐久消費財分野で最も花形
的な産業の一つとして急成長をみたのである。「作れば売れた」業界主導の時代であり，大量生産・
大量流通・大量消費というマス（mass）の時代に家具が成長産業として定着した。家電製品をはじめ
とする耐久消費財の消費ブームに，家具産業も歩調を合わせて急成長をみたが，第1次オイルショッ
クによって，業界は急変するところとなった。財の所有ニーズは満たされ，今や物の豊かさから精神
的な豊かさを求める家具・インテリアニーズへと大きな質的転換を求められているのである。
　精神的に豊かな生活，心の豊かさを求める今日の社会は，形状のないものを重視する社会でもある。
一人一人の物の考え方，物の見方，感じ方，物とか場所に対して，自分の立場から評価する生活態度
をとるようになった。価値観の変化とは，このような個人の精神面（十人十色といってよい）を重視
した行動を指すのであり，それに基づく欲求が多様化していくのは，当然のことである。価値観の変
化，消費者ニーズの多様化とは，精神的な豊かさを求める生活者の創造ニーズを反映したものである
といってよいであろう。
　このように，微妙に変化する家具・インテリアニー一ズを把えるには，情報化への対応が不可欠であ
る。したがって，情報システムの確立は，生活者ニーズの多様化，価値観の変化に対応するための経
営要素として，最も重要視されねばならないのである。
　第3は，社会構造の変化である。核家族化，高齢化社会，クレジット経済の進展は，ますます情報
の重要性を高めている。とくに，経済のクレジット化は，家庭生活を大きく変えっつある。カードの
普及は，ホームバンキング，ホームショッピング等によって，買物の自動化を促進させる。これによ
つて，消費者は，自由な時間が増え，スポーツ，手づくり趣味，各種サークル，文化教室，家具・イ
ンテリア等の自分の創造的生活に時間を費すようになり，これらの分野の産業が創出される。インテ
リアコーディネーターという職業領域も，このような時代的背景から拡大されていくものと思わ
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れる。
　このように，高度情報化社会は，川上から技術革新による情報機器が高度に普及し，一方で川下の
消費者ニーズの変化に対応するために，情報のシステム化・ネットワーク化が促進されるという，2
つの波が高度情報化社会を演出していくのである。このような，高度情報化社会の進展に，家具・イ
ンテリア業界がいかに対応していくかが，今後の最重要課題であるといってよい。
　　3　家具業界の情報化への対応
　前述したように，高度情報化社会は，確実に進展している。だからといって，家具企業のすべてが
情報化に取り組まなければならないわけではないし，情報のシステム化に加わらないと生き残れない
というわけでもない。家具産地組合は，小零細企業に対して，組合という組織の力によって情報化に
対応するところに，今後組合が取り組むべき共同事業の課題がある。とくに，小零細規模の生業的な
産地企業が個々に情報化に対応したのでは，経営上の費用負担増となって，デメリットを負うことに
なるので，組合の存在が一層重要になってくる。
　家具企業の実情からみると，今後の情報化については，3つのグループに分けて考えてみる必要が
あろう。
　第1は，現段階で情報化を進める必要性のないグループである。小零細企業で，しかも特定の需要
を対象としている場合は，情報化に取り組む意義がうすい。
　第2は，事務部門のOA化や工場でのFA化，　CADの導入や製造工程のメカ1・mニクス化など，
従来型の情報化はメリットがあるが，情報ネットワーク化やビデオテックス等新たな情報システムの
活用といったところまでは老える必要のないグループである。
　第3は，現在急進しつつある情報ネットワーク化を中心とした情報化を積極的に促進すれば，効果
が期待できるグループである。
　第1のグループの情報化は，直ちにどうこうというわけではないが，今後一般の生活者のレベルに
までに情報化がネットワーク化されていく中で，業種に活用しうる各種のデータベース等情報関係の
基盤整備，企業の情報化への意識の高まりなどにより，長期的には，このようなグループであっても
情報化へのチャンスが増えてくるものと思われる。
　第2のグループのような，コンピュータ等のハードウェアを単体で利用する形での情報化は，すで
に業界でも導入し活用が図られているが，今後さらに業界企業においても着実に進展していくものと
思われる。パーソナルコンピュータ，オフィスコンピュータ等を活用したOA化は，事務管理の効率
化等による経営管理の合理化を進め，また，製造設備のメカトPニクス化は，製造工程の効率化を進
めるものであるが，いずれも生産性の向上に寄与し得るものであり，コンピュータ導入・利用もCA
D／CAMシステム，　POSシステム等の導入を伴った情報化が着実に進展するであろう。
　第3の情報ネットワーク化のメリットのあるグループにおいては，次の2つの方向で展開されよ
う。
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　ひとつは，情報ネットワーク化が，当分の間，特定の取引関係，業種，業態あるいは組織形態に属
する分野を中心に進展することである。この場合，大別して大企業の情報ネットワークの中に組み込
まれる形で進むものと，もうひとっは，家具企業が独自の業種・業態あるいは組織形態の特質を生か
して，自らが主宰して情報ネットワーク化を推進するものである。前者の場合は，下請型企業であつ
たり，大型販売店を中心とする情報ネットワークに家具生産者が組み入れられるような状況である。
後者の場合は，JICが今後対応しようとする情報ネットワーク化の方向である。
　　4　家具業界にお1ナる情報ネットワーク化の内容と効果
　ここで，JICが対応しようとする家具・インテリア業界の情報ネットワーク化について，その意
義と内容，効果について考察してみよう。
　家具産地組合や組合員企業が，JICとネットワーク化を構築することは，組合員を中心とする取
引関係の中に，VAN等のネットワークシステムを導入し，相互の取引関係における受発注業務や物
流業務の合理化，省力化を図るとともに，そこで発生する各種の取引情報等をデータベース化し，加
工することによつて，ネットワークに参加する組合員と関連する企業に経営情報として提供するもの
である。
　したがつて，メンバーが個々に有する情報を集約化し，経営情報化するネットワークの構築は，中
小企業の協同化・組織化の目的や精神と一致することになる。今後，大企業と中小企業との情報力格
差が一段と進む中で，経済的に弱い地位にある中小企業が，協同組合という組織の力によつて，情報
ネットワーク化に取り組むことは，新たな組織力の発揮の方向として極めて重要な役割と使命である
といってよい。
　情報ネットワークにおける情報の内容としては，情報ネットワークを通信手段として交換される取
引情報的情報と，データベース化され，ユーザー（企業）の必要に応じて加工された情報とがある。
　（1）取引情報的情報
　　受発注情報，支払請求情報，出荷指示情報
　（U）データベース化された情報
　　売れ筋情報，顧客管理情報，経営分析情報
　次に，情報ネットワーク化の効果についてみてみよう。ネットワークを利用することによって，通
信費用，物流費用等が削減される直接効果と，情報の活用による経営管理効果や市場情報の把握によ
る売上増等の間接効果が期待される。
　（イ）直接効果
　　通信費用やコンピュータ等の設置費用の削減，物流費用の削減
　（m）間接効果
　　在庫管理の強化による在庫費用の削減
　市場情報や売れ筋情報把握による売上増，在庫減，広告・販売費用削減
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相互取引緊密化に伴う売上増・代金回収事務の早期化・省力化
　　5　家具・インテリア業界のネットワーク化の基本的な考え方
　ネットワーク化は，経済社会の成熟化とエレクトロニクス技術の飛躍的な発展を背景として，さま
ざまな分野で展開されている。
　それは，経済・経営環境が変化する中で，企業競争力を維持・強化するためには，一層の経営効率
化と顧客サービス，顧客管理の充実が迫られている。そのための有力な手段として，自社内のネット
ワークの構築をはじめとして，グループ企業間，異業種企業間等の各種ネットワーク化を積極的に推
進している。
　一方，最終消費者である個人分野においては，こうした情報化やネットワーク化が徐々に浸透し，
顧客はより利便性の高いシステムやサービスへの選考意識を強めてきており，ネットワーク化の選進
に拍車をかけている。
　このような状況下にあって，家具・インテリア分野におけるネットワーク化も，今後一層の進展が
みられるものと思われる。そこで，全国型組合であるJICが，首都圏に基地をもつ好立地条件を生
かして，ネットワーク化の基幹機能を発揮することに大きな意義が認められるのである。
　経済の低成長化，成熟化にともない，産業界は，競争力の維持・強化のために，これまで以上に経
営の効率化，市場の開拓，資金管理の効率化を推進している。その特色は，近年，少量かっ多品種化
され，さらに多頻度化されつつある生産と販売のネットワーク化を通じて効率的に業務を展開しよう
としている。
　ネットワーク化の目的としては，次のことが上げられる。
　（イ）商流のネットワーク化（取引情報の流れの効率化）
　生産者から最終消費者までの各段階における受発注を効率化，迅速化するとともに，在庫の圧縮を
も可能とすることを目的とする。
　（ロ）物流のネットワーク化（各段階における物の流れの効率化）
　少量多品種化する原材料，商品等の在庫及び流通を最少化，最短化しようとすることを目的とする。
　㈲　情報流のネットワーク化
　商流や物流のネットワークから得られる商品の販売情報や顧客情報を集積，加工することにより，
市場情報として分析したり，個別企業が保有する技術情報や商品在庫情報等を共有することにより，
商品の付加価値を高め販売促進を図ることを目的とする。
　口　資金流のネットワーク化（資金の流れの効率化）
　請求から支払・回収までの決済に関する一連の事務を合理化し，売掛金・買掛金管理の合理化，資
金管理の効率化を目指すことを目的とする。現在のファーム・バンキングは，このニーズに応えるも
のであり，金融機関のネットワーク化との接点の分野といえる。
　一般的に産業界においては，合理化効果の度合から，商流，物流，情報流，資金流の順序でネット
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ワーク化を進める傾向にある。しかし，一度ネットワークを構築すれば，全てをネットワーク化しよ
うとすることは明らかであり，資金流のネットワーク化まで進められることになろう。
　次に，ネットワーク化の形成には，垂直型，水平型，複合型ネットワークのタイプがある。
　（イ）垂直型ネットワーク
　現状においては，垂直型のネットワークが中心となっている。ネットワーク化は，異なる組織を結
びつけることにより，何らかの経営資源を共有するものであることから，その技術水準もさることな
がら，全体をとりまとめる力が必要となる。したがって，そこではネットワーク化を確立する要因と
して，取引における力関係が重要な役割を果たすことになる。まず，自社内部のネットワーク化が進
展し，次に取引関係の中心となる企業をとりまとめ役としたグループ企業間のネットワーク化が展開
される。これが，いわゆる垂直型のネットワークといわれるものである。
　＠　水平型，複合型ネットワーク
　しかし，単独では垂直型ネットワークを推進できない複数の企業が，先行する企業の垂直型ネット
ワークに対抗するため，競争関係にある企業相互間で，共同によるネソトワーク化を図る動きも増え
つつある。このような共同による水平型ネットワークと取引先とを結ぶ垂直型ネットワークの組合せ
による複合型ネットワークは，競争と協同の新しいバランスを指向する動きとして注目されている。
　また，自ら構築したネットワークそのものや今まで蓄積してきたネットワーク化技術を基盤とし
て，ネットワーク業務そのものに進出する企業も多い。いわゆるVAN業者である。この揚合のネッ
トワーク化の推進力は，個別分野における取引関係の強化といった戦略的な目的よりも，一般的な受
注等の事務処理の効率化であり，汎用的ネットワークとして拡大され，利用されることとなる。
　JICが，家具・インテリア業界のネットワーク化を行なう場合には，水平型か複合型のネットワ
ークを目指すことがその方向性であるといえよう。
　　6　家具・インテリア業界のネットワーク化の方向
　（1）業界の情報ニーズ
　家具・インテリア業界の情報ニーズについて，アンケート調査（製造業者104社，流通業者107社，
インテリア・コーディネーター及びデザイナー86人の調査）に基づいて分析してみよう。
　（イ）製造業者
　「家具業界が全体として取り組むべき課題」として，現在と将来（ほぼ10年後）について製造業者
が上げている事項を整理すると，次のようになる。
　「現在」取り組むべき課題としては，①「人材の育成」（59．6％），「消費者ニーズの把握」（53．8％）
③「新商品の開発」（46・2％），④「価格競争の適正化」（34．6％），⑤「業界のイメージアップ」（32・
7％）がベスト5となっている。
　これが，「将来」ということになると大きく変化して，①「新素材の開発」（35．6％），②「情報の
システム化・ネットワーク化」（32・7％），③「異業種との連携及び情報交換」（31．7％），④「新しい
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業態の開発」（30．8％），⑤「人材の開発」（26．9％）の順となっている。
　ここで注目されることは，メーカーであるので，「新素材の開発」に最も大きな関心をもつことは
当然としても，「情報システム化・ネットワーク化」や「異業種との連携及び情報交換」に非常に高
いニーズが集中していることである。これらの情報ニーズをあげている製造業者は，積極的な経営姿
勢をとっていて，若い年代の人に目立っている。また，企業規模も比較的大きい業者に情報ニーズが
高いことがわかる。
　情報ニーズに関連した項目としては，「消費者ニーズの把握」（現在58．8％，将来14．4％），「市場情
報の収集と管理」（現在14．4％，将来11．5％），「情報システム化・ネットワーク化」（現在8．7％，将
来32．7％），「顧客管理」（現在14．4％，将来6．7％），「物流の合理化」（現在27．9％，将来14．　40／o），
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製 造 業 卸
?
??????っ?????
業 小
?
????????
業
技術情報
?????? 消費者ニーズ情報
［業界清報 業界情報 商品情報
　　　3’，・、i原材料清報 価格情報 価格情報
??ニーズ情報 ド肖儲ニー蒲報 業界情報
価格情報 顧客情報 売れ筋・死に筋商品に関する情報
6　流通・マーケティング1青報 瞬通・マーケティング騰 顧客情報
7　雇用・労務・人材情報 企業ニーズ1青報 地域情報
1　技術情報 消費者ニーズ情報 消費者ニーズ情報
2　　ニーズ情報 顧客情報 売れ筋・死に筋商品に関する情報
3
4
1樋・マーケテ・ング龍隣通・マーケテ・ング龍 顧客情報
???????????
顧用・労務・人材情報 1企業ニーズ情報 業界情報
5　業界情報 業界情報 商品情報
・1価縮報 商品情報 流通・マーケティング情報
・：離がどこにあるかに関する 価格情報 1価瀦報
1　技術情報 消費者ニーズ情報 消費者ニーズ情報
2　ニーズ情報 商品情報 商品情報
釧樋・マーケテ・ング龍 業界情報 離清報
・1業界盾報 陣客清報 1業界晴報
5　価格情報 流通・マーケティング情報　　価格情報
???原材料情報 1騰騰 1売れ筋・死に筋商品に関する情1報
海外情報 企業ニーズ情報 流通・マーケティング情報
資料：中小企業庁「製造業情報化実態調査」，「経営実態調査」59年12月
（注）　「重要性の高まっている情報」，「不足している情報」，「今後重要性の高まる情報」のそれぞについて，
　　　上位7項目を表にしたものである。
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「異業種との連携及び情報i交換」（現在18．3％，将来31．7％），「消費者に対する啓蒙・情報提供」（現
在13．5％，将来13．5％）等があげられる。
　この調査結果と関連して，中小企業庁が行なった調査結果（6）（第5表）をみると，中小企業の情報
ニーズが整理されるが，まず，製造業で，「今後重要性の高まる情報」としては，①「技術情報」，②
「ニーズ情報」，③「流通・マーケティング情報」，④「業界情報」，⑤「価格情報」，⑥「原材料情報」，
⑦「海外情報」の順となっている。
　それでは，このように中小企業や大企業に情報活動の重要性を高めた要因には，どのようなものが
あるかについてみたのが，（第11図）である。その第1は，「競争環境の激化」であり，「需要の多様
化・高度化」である。情報のネットワーク化が，企業の競争力を強化することになることから考える
と，当然のことといってよい。第2は，「急速な技術革新の進展」である。今回の調査結果において
も，「新技術の開発」に対する取り組みに強い関心を示していることがわかるが，「新素材の開発」と
も関連して，製造業にとって重要な事項である。第3は，「需要の伸びの鈍化・減少」，「経営効率化
の要請の高まり」，「需要の短サイクル化」への対応であり，いかにニーズに的確に対応するかを，情
報によって解決を図ろうとするものである。
　このように，情報ニーズの高まる要因についての一般中小企業や大企業の傾向と，家具業界のそれ
とを比較してみても，その差のないことがわかる。そこで，これを要約すると，家具製造業者が考え
る「家具業界が全体として取り組むべき課題」は，「情報のシステム化・ネットワーク化」であると
if　11図　情報活動の重要性の高まりをもたらした要因
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　　　の化革ののリィ網地資料：中小企業庁「製造業情報化実態調査」，「経営実態調査」59年12月
（注）L　製造業，卸売業，小売業，サービス業についての集計である。
　　　2．複数回答のため合計は100を超える。
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いうことになる。この情報ネットワークシステムを通じて，「技術情報」，「ニーズ情報」，「流通・マ
ーケティング情報」，「業界情報」，「価格情報」，「原材料情報」，「海外情報」等を的確に提供すること
が，業界の取り組むべき重要課題であるといってよい。
　（n）流通業者
　流通業者が考える「家具業界が全体として取り組むべき課題」として取り上げている事項を整理す
ると，「現在」では，①「人材の育成」（60．7％），②「消費者ニーズの把握」（58．9％），③「顧客管
理」（39．3％），④「新商品の開発」（29．9％），⑤「流通機構の近代化・合理化」（23、4％）の順とな
っている。「人材の育成」と「消費者ニーズの把握」においては，製造業者と全く同じ程度と内容で，
業界が全体として取り組むべき2つの大きな柱となっていることは注目に値する。この2大テーマの、
対応は，個々の家具業者が対応するよりも，組合という組織のカによることの方がより効率的である。
この2つのテーマに業界が一体となって対処しつつ，将来の課題と並行していくことがのぞましい。
　そこで，「将来」についてみると，①「インテリアコーディネートビジネスの推進」（32．7％），②
「異業種との連携及び情報交換」（29．9％），③「情報システム化・ネットワーク化」（29．0％），④「人
材の育成」，「消費者へのコンサルティング・サービス」，「新しい業態の開発」（各24．3％）の順とな
っている。今後，販売業にあっては，当然「インテリアコーディネートビジネスの推進」が重要課題
となるが，それと同時に考えているのが，「情報のシステム化・ネットワーク化」であり，「異業種と
の連携及び情報交換」である。
　製造業と流通業とは，このことにおいて一致している。この課題に業界ぐるみで対応するには，J
IC以外に担当できる組織は見当らない。JICは組合員構成からみても，全国組合であり，かつ首
都に組合本部を有し，その施設は抜群にすぐれているからである。さらに，これと関連して取り組む
課題としては，「新しい業態の開発」である。「家具」という伝統的かつ前近代的な感覚でのビジネス
の展開は不可能な段階にある。情報というソフトを先行させて，ニーズに的確に対応できる商品（ハ
ード）の提供が，これからの企業経営の基本でなければならない。そのことは，新たな家具・インテ
リアの業態開発を伴うことになり，ニューインテリア・ビジネスの構築が必要となるに違いない。こ
のことを，生販の両業者は，すでに感じ取っているようであり，これに対応するのも業界の大きな課
題であると考えているものと理解することができる。　　　　　　　　　　　’
　㈲　インテリアコーディネーター・デザイナー
　次に，インテリアコーディネーターやインテリアデザイナーからみた「家具業界が全体として取り
組むべき課題」はどのようなものであるかについてみてみよう。
　　「現在」では，①「消費者ニーズの把握」（68．8％），②「人材の育成」（54．　7％），③「インテリア
関連業種との連携強化」（39．5％），④「インテリアコーディネートビジネスの推進」（29．1％），⑤
　「新製品の開発」（27．9％）の順となっている。コーディネーターやデザイナーは，専門家としての
眼で業界の課題をよくみていることがわかる。生販の業界人と共通していることは，「消費者ニーズ
の把握」や「人材の育成」であり，次いで，流通業者と共通するところが多くみられ，職業柄，「イン
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テリア関連業種との連携の重要性」，「インテリァコーディネートビジネスの推進」に特に強い関心を
示している。このことは，これまでの家具業界の体質では，フォローできなかった空間を，これらの
職業人によるニュービジネスによって埋められるようになりつつある。まだ不十分な対応であるが，
今後，家具・インテリア業界が消費者ニーズに的確に対応していくための重要なキャスティングボー
トを握るのが，インテリアコーディネーターやデザイナーであるといよう。
　「将来」については，①「新しい業態開発」（37．2％），②「情報のシステム化・ネットワーク化」，
「インテリアコーディネートビジネスの推進」，「リースシステムの確立」（各33．7％），「異業種との連
携及び情報交換」（32．6％），「インテリァ関連業種との連携強化」（30．2％）となっている。このよう
に，職業柄，「新しい業態開発」が第1位となっていることは，まさにニュービジネスの確立を自らの
手で取り組もうとする熱意の表われであるといえよう。次いで，生販業者が共に上げていた「情報シ
ステム化・ネットワーク化」である。コーディネーターやデザイナーからみても情報システム化や異
業種間の情報交換が重要な課題として，業界が取り組むべき事業であるとみているわけである。
　以上みてきたように，業界の情報に対するニーズが，特に将来において最も重要な課題となってく
ることが，共通の認識であることが十分理解された。しかし，このことと関連して重要なことは，生
販の両者が，現在，経営上直面している問題点及び将来起りそうな問題の解決のためにも，情報化に
よる対応が最重要課題であるとしていることである。このように，家具・インテリアビジネスにとっ
ても，情報化への対応が不可欠の事業としてクローズアップされているのは間違いのない事実であ
る。
　（2）業界のネットワーク化
　家具・インテリア産業のネットワーク化は，JICが中心となって組合員企業間ネットワーク化と
それに関連するネットワークの形成を目指すことである。家具・インテリア業界をみると，1企業が
中心となってネットワークを構築することは，現状においては不可能に近い。そこで，JICがその
機能と役割を果たすことに重要な意義を見い出すことができる。
　その具体的なネットワーク化の在り方としては，次のことが考えられよう。
　第1は，組合員企業をネットワーク化して，「技術情報」，「消費者ニーズ情報」，「商品情報」，「業
界情報」，「顧客情報」，「流通・マーケティング情報」，「価格情報」，「売れ筋・死に筋商品情報」など
を提供する。そのためには，①商流のネットワーク化，②物流のネットワーク化，③情報流のネット
ワーク化，④資金流のネットワーク化，とより高度なネットワークの構築へと推進することである。
　これに対応するためには，まずJIC内部機構の改革を実施することが重要である。例えば，販売
事業を組合の事業部として一本化することによって，商流と物流のネットワーク化が進展する。これ
を先行させて，情報流のネットワーク化ができあがるのである。さらに資金流のネットワーク化へと
進めることになる。組合員企業とのネットワーク化は，それと関連する小売業者とのネットワーク化
へと進むのは当然のことである。
　第2は，JICと全国に散在する家具の産地組合及び組合員企業とのネットワークの構築である。
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JICが全国型組合であり，家具・インテリア産業の情報発信基地として業界のリーダーシップをと
ることによって，家具・インテリア産業のネットワークの構築が可能になり，業界全体のレベルアッ
プが図れるのである。
　第3は，ハウジング業者やインテリア関連業者とのネットワーク化である。これらの業者の中に
は，すでに組合員となっている企業もあるが，情報のネットワーク化は，組合員企業のビジネスの強
化に結び，ひいては，組織化の重要性が増大するのである。組織力の強化のためにも，情報ニーズを
求めて，インテリア関連の企業がJICに加入するであろう。
　第4は，インテリアコーディネーターやインテリアデザイナー，建築設計士などをネットワーク化
するシステムの構築である。とくに，これらの職業人にとって，情報のシステム化，ネットワーク化
はきわめて有益となるに違いない。
　以上のように，JICは，家具・インテリア産業の情報ネットワーク化を通じて，業界とそれに関
連する多くの業種をコーディネートすることによって，新たな業態を開発しながら，消費者ニーズに
的確に対応するシステムを構築することが，最大の任務であるといえよう。
　　7　JIC情報ネットワークシステムの特徴と全体構想
　（1）JICネットワークシステムの特徴
　JIC情報ネットワークシステムは，受発注情報システムのみではなく，高度化するパソコンと光
ディスクの機能を活用したインテリア画像情報システムと一体となったユニークなネットワークシス
テムであるといえよう。パソコンとインテリア画像情報システムとの連動により，ネットワークがユ
ーザーまでを含めたトータルなもとなり，他に類をみない画期的なネットワークシステムとなってい
る。
　　①　インテリア画像情報システム
　光ディスクをパソコンと連動させることにより，イメージスケール（JICオリジナル）により分
類されたインテリア及び商品（家具等）を単品商品の検索だけでなく，部屋別・インテリアイメージ
別によるトータルシーンでの画像検索を行なうことができる。また，カラーコーディネート，インテ
リアプランニングCADによって，短時間でビジュアルなインテリアの提案（プレゼンテーション）
ができ，コーディネートビジネス及びセールスのサポートシステムとして活用できるようになってい
る。
　　②　受発注情報システム
　センターマシンを大型の汎用コンピュータでなく，パソコンを多重通信システムと連動させること
により多重処理を行なわせ，システム全体にかかるコストを低く押さえた経済的なネットワークシス
テムとなっている。そのために，全体を通じて，（イ）低価格なネットワークシステム，＠現場での使い
やすさを優先，の多品種小量物流時代に無在庫販売を可能にしたシステムとなっているのが大きな特
徴である。
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　（2）JIC情報クネットワークシステムの全体構想
　JIC情報ネットワークは，当初から高度情報ネットワークシステムを構築するのではなく，段階
的にシステムの高度化を図りながら，高度情報ネットワークシステムを構築するという基本的な考え
方に基づいて，第1次から第4次までのステップに分けて構築するものである。
　　①第1次システム
　〈狙い〉
　・インテリア商品選択の迅速化
　・カラーコーディネートの多様な提案
　・インテリアプランニングの迅速な提案
　・事務の合理化
　・情報伝達の迅速化
　・顧客ニーズへの適合
　く効果〉
　・顧客とのコミュニケーションの強化
　・新業態の展開
　・販売力の強化
　・人件費の削減
　・商品情報伝達の迅速化
　・ニーズ情報の収集と活用
　・ロスタイムの短縮
　・効果的なマーチャンダイジング
　　②　第2次システム
　〈狙い〉
　・効果的な輸送
　・在庫の適正化
　・顧客ニーズへの適合
　く効果〉
　・輸送コストの削減
　・在庫コストの削減
　・製品差別化
　　③　第3次システム
　〈狙い〉
　・センター（JIC）業務の効率化
　・センター（JIC）業務の分散化
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　く効果〉
　・処理時間の短縮
　・ロスタイムの短縮
　・処理ウエイトの一点集中の回避
　　④第4次システム
　〈狙い〉
　・ファームバンキング化
　・BBS局とのアクセス
　・ネットワークのワイドエリア化
　く効果〉
　・メーカー連名口座での一括決済
　・JICを中心とした異業種との交流
　・効果的な輸送指示
以上のいずれの段階においても，画像情報システムと受発注情報システムとは一体となって，シス
テム構築を推進して行くものである。
　　8　JIC情報ネットワークシステムがもたらす効果
　ネットワークシステムは，多様化・個性化・高度化する顧客ニーズに対応すると共に，情報処理機
器の高性能化，低価格化，情報伝送技術の進歩及び通信回線利用の自由化等の情報化を取り巻く環境
の変化も合わせ考慮しつつ，企業競争力を維持・強化するための経営効率化と顧客サービス，顧客管
理の充実を図り，流通の近代化を促進するものであるが，具体的には，次のような効果が期待できよ
う。
　（1）インテリアビジネスの活性化
　インテリアコーディネーター，設計事務所やリフォーム業者，ハウジング業者等がインテリアのレ
イアウトやコーディネートを行なう場合，顧客サービスの向上，ニーズへの的確な対応により，イン
テリアビジネスが活性化する。
①　顧客自身が，自己の欲する部屋のレイアウト及びイメージが定まっていない場合や，顧客自身が
　多忙なため時間が無い場合，顧客が欲する部屋のレイアウトを多面的に作成（シュミレーション）
　して顧客のイメージをより明確化・解明化し，真に顧客の欲するものに適合させることができるの
　で，顧客サービスが一段と向上し購買意欲の増進を図ることができる。
②　顧客が申し出る部屋の形やー寸法をもとに端末機に入力することによって，電話回線を通じて本部
　のデータベースから該当物件を検索抽出し，直ちに端末機のCADシステムを稼動させ，インテリ
　ア見取り図を提供することができる。さらに，家具，カーテン等の室内装飾も含めた見取図も可能
　である（平面図，立体図，透視図等）。さらに，平面図や立体図を店内で加工してより顧客にフィ
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フトしたものにすることができる。
　（2）家具小売販売業の経営効率化
　売れ筋商品・死に筋商品情報を迅速に把握し，顧客ニーズにマッチしたダイナミックな商品構成の
転換による売り揚の効率化が図れる。
　在庫切れ商品に対する顧客ニーズに迅速な対応ができる。自店に陳列・在庫されていなくても，情
報ネットワークを活用して他店の在庫及びメーカーへの在庫状況を迅速に問い合わせ顧客への提供が
できる。これにより，陳列・在庫が無いために逃していた顧客の確保が図れる。
　お買い上げ伝票（売上伝票）仕入れ伝票の発行に伴うデーターを集積することにより，質の高い経
営管理情報が作成され経営の効率化が図れる。
　（3）情報武装化
　ネットワークシステムを活用することによって，情報武装が可能となる。パソコンを設置できるス
ペースさえあれば，多様な情報を顧客に簡便に提供でき，インテリア情報のコンビニエンスストア化
することにより，情報提案のインテリアショップ，情報武装企業になることができる。
　顧客情報を収集・蓄積加工することにより，きめ細かな顧客管理がなされ，マスによる顧客管理で
はなく，個客管理が可能となる。
　（4）商流のネットワーク化による取引情報の迅速化・効率化
　受発注業務をコンピュータと電話回線を結んでネットワーク化することにより，商流（注文，取引
情報）の流れが早くなり，郵送方式に比べて格段に早くなる。また，電話やFAXに比べても通信速
度が早く，その分コストが安くなる。さらに，情報間の問違いや受け取った情報のコンピュータへの
再入力の手間が省けると共に，入力ミスも防止できる。家具・インテリア業界において，必要なもの
を必要なときに，必要な量だけをつくり販売する，ジャスト・イン・タイムへの道が開ける。
　（5）物流のネットワーク化による物の流れの効率化
　多様化・個性化・高度化する消費者ニーズの時代を迎えて，ディーラーからの発注は単品発注にな
り，それは従来までのロット発注で受注を処理していた生産者にとっては大変都合の悪いものであ
る。しかし，情報ネットワークを活用することにより，ホスト・コンピュータ（センターマシン）に
情報を収集することにより，メーカーに対してはロット発注することになるとともに，注文情報を出
荷先別に分類することにより，同一方向に配送する荷物情報として，1台のトラックに集めて配送す
ることが可能となり，効率的な配送が可能となる。
　（6）資金流のネットワーク化
　金融機関のコンピュータと家具・インテリア業界の情報ネットワークが連結されることにより，商
品の売買に伴う経済機能が迅速化され，資金の流れが効率化される。
　以上のように，JIC情報ネットワーシステムの構築は，家具・インテリア業界にとって，情報ニ
ーズに的確に対応するために不可欠の産業資源であることが明らかとなった。家具の地場・産地産業
の活性化，産地企業の活性化にとって，JIC情報ネットワークシステムの機能と役割は，きわめて
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重要であり，今後の一層の発展が望まれるところである。
注
（1）地場産業と地域産業の相違について，杉岡碩夫教授は，次のように述べている。「特定の地域に特化し
　　た産業で，その製品が全国市場あるいは輸出市場に販売されるものが地場産業である。地域産業があらゆ
　　る地域にみられるのに対して，地場産業は特定の地域にかぎられること，製品及びサービスの販売先が地
　　域産業の場合は地域に限定されているのに対して，地場産業は全国市場を相手にしていること，地域産業
　　の主体が第3次産業であるのに対して地場産業の中心は第2次産業である。また，地場産業が大企業関連
　　産業と異なるのは，大企業関連産業は大企業の下請として部品生産又は加工を行うのに対して，地場産業
　　は中小企業の集団が社会的分業を組織して完成品をつくり出す点に相違がある。」（r中小企業と地域主
　　義』目本評論社。1973年，19頁）
　　　また，清成忠男教授は，地場産業とは，「地域の特産品である消費財を全国市場ないしは外国市場に供
　　給する産業である。」と定義し，主として地域の資源と地域の労働力を用い，地域的独自性を有する特産
　　品を供給する産業であり，地域産業とは，「地域市場を対象に消費財を供給する産業である。」として，商
　　品は地域外からもち込まれることがある，と述べている。（r地域主義の時代』東洋経済新報社，1978年，
　　83～84頁）
（2）　百瀬恵夫著r中小工業団地の理論と政策』白桃書房，1979年，11～13頁参照。
（3）　くわしくは，杉岡碩夫稿「経済原理への文化の抵抗一山中塗と輪島漆器」r朝日ジャーナル』1973年6
　　月15日号，及び山崎充r変わる地場産業』日本経済新聞社，1974年，22～27頁参照。
（4）　中小企業庁編r中小企業白書』1985年版，408～409頁参照。
（5）　この事例研究は，筆者が調査研究委員長としてまとめたJICのrユーザーの個性化ニーズに対応する
　　家具業界のあり方』（1986年度活路開拓ビジョン調査研究事業）及びrJIC情報ネットワークシステム
　　基本計画』（1988年度組合情報化促進企画調査研究事業）に基づくものである。
（6）　中小企業庁編r中小企業白書』1985年版，223～235頁参照。
（ももせ　しげお）
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8．　労働観と消費意識との関係
9．要約
　　参考文献
1．問題の所在一飽和市場における生活者と企業
　消費者の教育水準および所得水準の向上は，過去の消費生活を著しく変化させた。その結果，消費
者は，必要な商品，重要な商品のほとんどを所有，使用し，企業は現在の市場を「成熟市場」または
「飽和市場」として位置づけ，その対応に可能な限りの努力をして，消費者により一層の需要喚起を
期待している状態ともいえる。
　企業にとって，成熟市場あるいは飽和市揚とは，企業がこれまで生産，販売してきた製品が，消費
者にほとんど浸透している状態を示し，さらに消費者が必要とする新製品，または既存製品の改良が
なされない限り再購入されない，使用されない状態を示しているともいえる。こういった消費者の側
☆本学経営学部教授
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から，一層の需要が期待されない揚合，企業は危機的な状況に陥入ることは必須である。
　このため企業は，新製品開発に多大のコスト，優秀な人材，可能な限りの資源を投下することによ
り，需要を喚起し，企業として積極的なマーケティング活動を展開しょうとする傾向がみられる。
　この揚合，消費者というより生産と消費の両面をもった「生活者」の実態について把握し，その生
活者の「情報」を製品計画に活用することになる。
　企業サイドは，自社および自社の活動について，あらゆる手段を通して消費者からの支持を獲得す
るため，情報を提供しようとする。特に，他社の製品およびサービスより，さらに優位性を強調する
ため，自社の好ましい「情報」を中心に，消費者に伝達される。
　これに対し，消費者サイドは，合理的な生活を過すため，また計画的な購買をするため，信頼でき
る「情報」を手がかりとして，必要な商品およびサービスのみを，極力入手しようと努力する。換言
すれば，日常過剰な情報と接した状態で生活する大都市生活者にとって，現代を「情報化社会」と称
する所以である。この中で自己の可能な生活設計を，情報の選択過程を通して組立てられる。つまり
「よい生活」または「好ましい生活」を目指して設定されるが，Paul　L　Wachtelは，「親が40代，
50代でようやく手に入れた生活水準を，すでに20代，30代の若さで楽しんでいる」と批判して，現代
社会の心理的ストレスの問題を，経済学で解決しようとするところに問題がある，としている（1）。そ
して心理学的に「よい生活」を過すために，調和のとれた人間関係を養い，創造的思考，美的喜び，
情緒的感受性に，目を向けることの重要性を唱え，単なる物質的蓄積で「よい生活」の論理を展開す
ることに批判的である。このことは，Jeremy　Seabrookも同様で（2），「何が間違ったのか？」という
著書の中で，イギリスの労働者階級に属する何百人という年配の人びとに，インタビューし，その半
生でどのような変化を体験したかについて調査している。その結果，かれらは若い頃と比較して，現
代は「かなり豊かになったが，要するに失われた価値観が問題なのだ。打ち砕かれた帰属意識，放棄
された位置感覚，傷ついた自己意識……」と述べ，貧困状態のときの「最大の慰めは，良質の人間関
係だった」という回答に集約されている。
　以上から，われわれは，豊かな物質的状態における大都市生活者の
　（1）現代社会に対する評価および対処
　（2）ストレスフルな状況での生活設計
　（3｝労働意識と消費意識のバランス
といった問題について検討が必要と思われた。
2．マーケティングにおける「生活設計」
　変化の激しい都市社会に生活する居住者にとって，いかに快適な，かつ充実した生活を営むかが，
重大な関心事となる。また意識する，しないにかかわらず，将来の生活について構想をもつことは，
生活者にとって極めて重要な問題と思われる。そこで都市生活者にとって，将来に安定した生活を営
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むためには，労働に従事し，得た収入から消費生活をするという「生活設計」をどう設定し，どう実
現するかという展開過程に注目することは，マーケティングにおいて，最近の消費者行動，消費生活
を理解する上で，関心のもたれている課題である。
　大都市生活者は，多様なライフスタイルの生活者と接触する，また希求する豊かな商品群，新しい
生活の方向を示唆する情報など，当然「生活設計」を認知する場合でも，何らかの影響を受けずには
おられない。
　われわれが，徐々に高齢化社会に突入してきている現状から，「いかに美しく生きるか」「いかに充
実した人生を過すか」といった課題は，教育水準や所得水準の向上に伴ない自己の生活や人生を，い
かに計画的に設定し実現に当っては，いかによりよい居住地域に安住し，その地域の人びととの対人
関係をいかに好ましい方向に維持するか，生活者の意欲と自信に依存しているように思われる。
　伊大知良太郎はω，「生活設計」を単なる生活環境の適応のための指針と考えるのではなく，いか
に文化水準の高い充実した生活を営むための環境醸成と関係づけるべきかに注目している。そこでか
れの考えは「生活設計」という揚合，「生活概念」をどう定義するかにあると述べる。つまり，
　1．人間が人間として生きる
　2．　そのために活動する
　3．　そのために生計をたてる
　ということで，生活を「目的意思性的」あるいは「意思決定主体性的」に把えることの重要性を強
調する。さらに研究対象として個人レベル，家庭レベル，を「最小単位」としながら，第二義的に
「社会」レベルでの検討も重視している。つまり社会により，特徴的な生活設計が指摘されるという
考えである。こういったレベル別の検討は極めて重要と思われる。
　いずれにせよ，生活設計に際し，他の権力によって指示，強制されるものではない。たとえば，柏木
博の紹介するナチス政権下の「ドイツ労働戦線住宅局」や「ドイツ婦人研究所」，またわが国でも戦時
中（1941年，1943年）に「国民生活用品展を開催したりの活動には，国家が特定のもの（デザイン）を通
して特定のライフスタイルを主張すること」さらには1960年代のスウェーデンなども「新婚家庭に国
家が日用品や家具を購入するお金を貸し付ける制度があり，借金した新婚夫婦は指定された売場で必
要品を揃えるという方式」（35～35頁）は，個人が自己の生活や人生を設定する問題を，国家が個人
の生活意識を規定し，生活設計，ライフスタイルまでも特定の方向に統制することを意味している。
　生活設計の問題は，先述のように高齢化社会の進行と共に，人びとの教育および所得水準の向上と
関係して，人びとの意識に具体的な方向，内容まで明確にされてきたように思われる。特に，豊かな
消費生活を希求する生活者の価値観や，かれらの現在の職務状態およびその満足度を中心とした「労
働観」さらに教育，収入などにより規定される生活空間，行動範囲などの概念の導入により，生活設
計の領域が明確にされてきたように思われる。
　確かに，わが国の消費生活は，戦前，戦後の「勤倹貯蓄型」のライフスタイルから，大きく変化し
てきた。従来の家庭用品は処分され，衣食住にわたる習慣や生活時間も変化し，消費支出の構造も，
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過去と異なりサービス関係への支出が増大してきたことである。
　高年齢化社会に合致した，かつわが国文化に適合したライフスタイルと，それに関連した精神的，
物質的満足に導く生活設計の設定が人びとには必要になってきたように思われる。このことは，従来
のライフスタイルの見直しをも意味するように思われる。
　そのためには，われわれは短，中，長期的観点からの最良の生活モデルの計画が，生命保険文化セ
ンターから，一つの関係提起されていることに注目される（3）。この家族研究プロジェクトでは，ライ
フスタイルの全面的見直しと再編成のために，つぎのような提案をしている。
　（1）不必要で，ほとんど使用機会のない家庭生活財の整理処分
　②　生活時間の再編成，特に自由時間の有効利用についての関心事
　（3）家庭内での家族の役割分担の再編成，つまり従来の家庭から大きく変化する役割分担
　として，かれらによって処理されたデータでは，生活設計に対し，「従来のことを考えて計画的に
生活すべきだ」に65％支持し，「現在の生活を楽しく暮すべきだ」の13％を上回っていると紹介して
いる。さらに中・高年層の中・長期にわたる生活設計の必要性も評価されるとしている。
　Rich．　S．　U．＆Jain，　S．　C．は（4），生活設計を消費行動や消費生活の一つの予測指標として，重視し
ている。つまり，生活設計をライフ・サイクルの観点から把握し，この研究が社会階級の位置づけや
ショッピング行動の予測指標として妥当であると老えている。
　いずれにせよ，現代の社会状況において，生活者は　（1）現代社会を，どう評価しているか。〔2）「生
活設計の確認，換言すれば，どういう状況において希求される生活が設計されるのか，（3）ストレッサ
ーとしての生活事件（Life　Events）を認知したとき，どのような回避i行動が評価されるか，（4）特に，
食生活において，どのような配慮が生活者の健康に意識されるか，である。
　以上の問題点は，われわれ大都市に居住する生活者に対し，企業が好ましいマーケティング政策上
の製品およびサービスの開発を試みる場合，および生活者自身，自己の生活設計を設定すを場合の特
徴においても，企業のマーケティング政策に基本的なデータを提供するものと思われた。
3．現代社会とストレスの問題
　大都市生活者は，現代社会に関する実態および将来の変化に対し，著しい関心を寄せていると思わ
れる。理由は，大都市に居住する生活者は，もっとも社会の変化に労働の側面，消費の側面，相方に
影響を受けるライフスタイルを営んでいるためである。これら社会変化に対し，その対象や原因が明
確でないとき，生活者は高い「不安感」を経験することになる。また対象原因の不明確さは（5），
　（1）情報量の増大
　　つまり，適確な意思決定を困難にする過剰な情報量
　（2）突発的な事件，問題の発生
　　つまり，まったく予測不可能な事故，災害などの事態の到来
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　｛3）価値観の多様化
　　つまり，個性化による価値観の多様化は，家庭，職場その他において，対人関係を複雑化，困難
化するとされている。
　このような状況では，当然ながら日常生活における悩みや苦しみ，不安が強く意識されるのは避け
られない事実である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　J’
　昭和63年5月に実施された総理府国民生活調査では（6），生活に対する満足度は，
　　満足度　　64．6％
　　不満足度　34．5％
　となり，この不満足度は，昭和35年，昭和37年，昭和54年度とほぼ同じパーセントを示している。
　さらに「悩みと不安」についての調査結果は，特に若年者層にのみ限定した場合，表1のように要
約される。ここから「20～24歳」より「25～29歳」の方　　表1日常生活での悩み，不安の認知
が，「感じる」パーセントの高いこと，また男女とも，
ほぼ同じ程度のパーセントであることが理解された。こ
れが35歳以上になると，「感じる」が，昭和61年の48．・7
％から，昭和62年の52，4％となり，「感じない」が61年
の49．4％から，62年の45．9％と変化していることに注目
される。つまり，徐々に「悩みや不安」の増加傾向が指
摘されることである。
　いずれにせよ，現代社会に生きる生活者は，
いること，またそれを克服，調整，
　　悩み，不安の
　　　　　認知年齢，性別
　　　　男20～24歳
　　　　女
　　　　男25～29歳
　　　　女
感じる
32．2％
32．4％
39．5％
39．7％
感じない
62．6％
65．2％
56．2％
58．6％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総理府国民生活調査（昭和63年5月）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　多様な形態や内容でもって，ストレッサーを認知して
　　　　　　　　　　　　　　　　あるいは回避するといった方向で，何らかの処理を行って生活し
ていることが理解される。この生活の一端として，消費的側面はどうかが，マーケティングにおいて
注目されるところである。
　山本和郎は，「生活ストレスの概念」を説明するのに，「家庭環境，生活環境，職揚環壇，学校環境
は，人間生活にとって欠くことのできない生活環境領域である」とした上で「こうした環境から，た
えず刺激が与えられることは，人間にとって不可欠なことである。それが人間にとらて脅威（threat）
として影響されるとき，人間行動は変調をきたし，障害をもつにいたることもある」と述べている（7）。
ここでわれわれは，個人がどのようなストレスフルな生活事件（stressful　life　events）を体験したか，
あるいはしているかである。
　生活事件とは，誕生から死までの生活図において，家族，結婚，職業，教育，宗教，余暇，健康そ
の他などに関係した生活習慣の変化，環境上の変化といった基本的に重要な環境変化のことを指す。
そこでこの変化を脅威として，あるいは援助としてどのように認知するのか，その認知の程度や方法
により，ライフスタイルの変化が余儀なくされることは，充分理解される。
　ところで生活事件は，マーケティングにおいても無視できない問題である。つまり日常生活におい
て，生活者がどのような生活事件を特に強くストレッサーとして意識したか，またストレッサーに対
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し接近，回避，無関心といった対処行動として，消費行動，消費生活が理解される。つまりマーケテ
ィングにおけるライフスタイル研究として，生活事件は重要な意味をもつものと思われる。
　Meyer，　A．は（8），1949年ワシントン大学医学部で，5000名以上の患者の生活図（Life　Chart）を分
析したとき，患者がインパクトを与える生活体験について，「病気の開始時期に集中していた」とい
うことで，経験的に観察される生活事件の量と質についての検討の重要性を指摘した。そこでMeyer
は，生活事件は，人間という生活体の適応努力を誘発することで「身体の抵抗」を低め，疾病発生率
を高めるのではないかと仮定した。
　これに対し，Lazarus，　R　S．は（9），日常生活とそのインパクトによる健康状態との関連をとらえる
のに，「生活事件」より「毎日の日常生活そのもの」にあるとして，さらにかれは「比較的小さなス
トレス」と「快適さ」の蓄積のバランスから生活変化を考えるべきだと主張している。そして，
　（1）毎日の日常生活で生じる混乱を，「日常生活混乱」（Daily　Hassles）と呼び
　｛2）目常生活の精神的な満足を得る経験を，「日常生活精神高揚」（Daily　Uplifts）と呼んだ。
　（1）について，Lazarusは，日常毎日，環境との関わりで，イライラしたり，欲求不満になったり，
気が減入ったりすることで，これは日常の生活パターンを混乱させマイナス効果をもつ決定因と考え
た。つまり生活事件は，その人にとっての感情的意味を通して作用し，またはそれに対する対処過程
の混乱を通して作用する。その結果，生活者の疾病またはそれに類した影響をおよぼすことになると
考えた。
1　　　　　　　生活事件　一→ 日常生活混乱（ネガティブ感情） 一1編状態．」
｛2）については，愛情に支えられている，リラックスしている，よいニュースを聞いた，夜ぐっすり眠
った，というポジティブな体験を指している。これはストレス病に対する情緒的緩衝を意味してい
る。この状態は，つぎのように表現することができる。
生瀞件判瞠生瀦揚
　　　　　　　i（ポジティブ感情） →
と明示して，Lazarusは，　Meyerの見解
を，病気または障害が，ストレスフルな生
活事件によって喚起される危険率はどれく
らいか，また生活事件の影響力は，
　　　　　　　　対処（Cping）
①ストレスフルな生活事件に対し「しばしの休息
　をする人びと」（breathers）
②対処行動を「支える人びと」（Sustainers）
③傷っき，喪失より回複に役立つ「再び満してく
　れる人びと」（restores）
　　　　　　　　　　　　　　　　どの程度か不明であると批判している。
　そこでわれわれは，マーケティングの問題として，つぎのような観点の生活事件について，
スタイルとの関係で研究する必要があると思われた。
　1）　ストレスフルな生活事件の範囲，領域はどうか
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2）生活変化を問題にするとき，その単位をどう設定するか
3）生活変化と生活事件の選択を，どう決定するか
4）　どういった生活者を選択して，生活事件との関連性を明確にするか
5）「ストレスフルな事件」は，個人により異なるため，「生活事件」の分類だけでなく，「生活事
　件」の属性による分類はどうか
6）生活事件のマイナス面が強調されやすいが，プラス面の生活事件はどうか
7）　「時間的」変数を考慮すべきでないか
　　　　　　　　　　図1　ストレス状態の図式的分析　　Korchin，　S．　J．による
ストレッサー　一→
h．起源
i2．類型
i3．強度
i4．持続
i　生活事件
????→ 個 人1A諭的評価の規定因
1．要求，2．価値，
B　ストレスの規定因
　敏感性／耐容性
1．活用できる防衛および対処
　機制
2．自我の強さ
」「?，???
待期a
ストレス反応
情動的喚起
生理学的喚起
防衛的行動
対処行動
心理学的機能における
能力の変化
村瀬孝雄訳，弘文堂，1980
「現代臨床心理学」（ただし横田澄司が部分的に修正）
　ということで，図1のKorchin，　S．　J．（1°）の図式的分析が，われわれにとっても示唆的である。スト
レッサーとしての「生活事件」，そのプラス面，マイナス面を考慮した上での個人の認知評価，およ
び消費行動，消費生活としての「ストレス反応」は，マーケティングにおいて，生活者を理解する上
での基本的分析と思われた。
　特に，大都市生活者の，なぜ特有のライフスタイルがとられるのか，を理解し，健全なかつ文化水
準の高い生活援助としてのマーケティングの方向が，明確にされると思われた。
　生活事件については，マーケティングの観点で，実証的研究の行われたものとして，消費者選好お
よび満足度との関係で行われたものがあるc’1）（12）。「消費者の基本的ライフスタイルの形態が変化す
るなかで，多くの生活事件の問題は無視できない」という前提で，住居の移転，結婚や離婚，失業や
転職，家庭へ他人の出入，第一子出産などといった生活の変化は，当然生活者の（a）ストレス要因，（b）
生活者のライフスタイル変化，を喚起することになるとしている。特に，Alan　R．　Andreasenはたと
えば新しい土地への転居は，新しいお気に入りのスーパーマーケットや食料品店，医院，銀行，美容
院，学校などを見つけなけれぼならない。場合によっては，新車や新しい冷蔵庫までも購入するかも
しれない。
　いずれにせよ，生活事件の影響が即地位変化を促し，ストレス水準を高めることになる。そこで一
般的に生活面での不満を導くかもしれない。さらに消費者行動の変化を導くかもしれない。あるいは
現在の生活パターンに固執して，変化を極力拒むかもしれない。ここでAndreasenは，以下のよう
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な仮説を設定している。
??
?
??
仮説3
異なる生活事件は，異なる消費行動を誘発させるだろう。
ライフスティタスの変化量が大であれば，ライフスタイルの変化は大きいだろう。また，
ライフスタイルの変化が大きければ，消費パターンの変化も大きいだろう。
ライフスティタス変化の経験が，マイナス評価であれば，ストレス水準は高まるだろう。
また，ストレス水準と消費パターンの変化量との間に，必らずしも相関関係は存在しない
だろう。
　ということである。
　以上の検証については，（a）変化の測定は，自己報告にもとつくこと，（b）時間の変数，または時間経
過の操作が考慮されていないこと，（c）ライフスティタス変化の種類間の分離が充分でないこと，（d）調
査対象者の個人差が大きいため，ストレス水準やライフスタイル変化は，画一化することに無理があ
る，などの問題は否定できないとしながら，ほぼ仮説が検証されたと論述している。
　なお代表的な生活事件の研究として，表2のようなHolmes，　T．　H。＆Rahe，　R．　H．の「社会再適応
評定尺度」（The　Social　Readjustment　Rating　Scale，　SRRS）の評定尺度が挙げられる（13）。
　現代のストレス研究のみならず，マーケティングにおける生活事件研究の主要な流れは，上記の尺
度をめぐって展開されてきているともいえる。
　この評定尺度は，多くの人びとに知られていると思われるが，その一部を紹介すると，表2のよう
にマグニチュードの数値が基準になるとされている。
　394名の調査対象者に，43項目の生活事件について，評定させたが，以下の3点を中心に検討され
　た。
　（a）生活事件を調整するのに要した「事件調整のための集中度と長さ（時）」を測定する。
　（b）生活事件の評定に当たり，対象者の「経験」を数値で表現する
　（c）任意に500点を与え，「再適応」に長期間要するなら500点より大きな数値を，「再適応」に短期間
でよければ逆に500点より小さな数値を入れ，各項目ごとに平均値を算出して，それを10で割ったも
のを「事件のマグニチュード」とする。
　つまり，マグニチュードの高さが，ストレス水準を意味するともいえる。われわれは，Holmes＆
Raheの「生活事件」の内容を再検討すること，調査対象者のタイプ化による再適応の必要性を検討
すること，さらにはマグニチュードの高低による消費パターンの差異を検討することが大都市生活者
の消費構造を理解する上で必要と思われた。
　さらにわれわれは，臨床的観点より，むしろ大都市生活者の社会生活上直面するストレスフルな生
活事件について調査を行った（調査は1989年5月初旬より中旬）。500名から回答を得たのは228名（回
収率45．6％）であるが，20歳以上の成人男女のデータを因子分析を行った。その結果表3に要約され
る。
　35の生活事件から，われわれは9因子を抽出した。当然生活者は，日常生活においてストレスを認
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表2　社会再適応評価尺度
1．配偶者の死亡
2．離　婚
3．夫婦別居
4．違法行為（拘置，拘留など）
5．近親者の死
6．自分の病気
7．結　婚（解雇）
8．失　業
9．離婚調停
10．退　職
11．家族の病気
12．妊娠（女性のみ）
13．性の不一致
14．家族数の増加
15．仕事不適応
16．経済的変化
17．親友の死
18．転勤，配置換え
19．夫婦の不和
20．1万ドル以上の借金
21．借金返済不能
22．仕事上の地位（責任）の変化
23．子どもの独立，別居
24．配偶者の両親とのもめごと
25．顕著な業績を上げたい
26．共働きをはじめる，または辞める
27．進学または卒業
28．生活条件の変化
29．個人的な習慣を改める
30．上司とのもめごと
31．職場の労働時間，条件の変化
32．転　居
33．転　校
34．レクリェーションの変化
35．宗教活動の変化
36．社会活動（社交）面での変化
37．年収以下の借金
38．睡眠の変化
39．団らん家族の員教の変化
40．食習慣の変化
41．長期休暇
42．クリスマス
43．ちょっとした法律違反
（マグニチュード100）（（（（（（（（（（（（（（（（（（（（（（（（（（（（（（（（（（（（（（（（（（?????????????????????））））））））））））））））））））））））））））））））））））））））））
Holmes＆Rahe，（1967）
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　　　　　　　　　　　　　　　表3
第1因子：先行き不安の家庭生活
固有値　　11．119　　　　　寄与率
5　疲れやすい体質
6　月々のローン返済
7　不便な立地の住宅
20　高い住宅費
27不治の疾病
28　突発的な家計の出費
第2因子：悪化する自然，社会的環境
35の生活事件に関する因子分析
　31．8％
．627
．772
．585
．505
．446
．606
固有値　　2．110
4　自信のない操作の機器類
15　自然災害の高まる危険性
22　大気の放射能汚染
24近隣に建設の巨大建物
30　農薬汚染の食品
34　保障のない老後生活
35災害時の危険な住宅
第3因子：離散する家族構成
固有値　　　1．847
3　家族の死
10　家族との別離寸前の不仲
25　家族員の結婚
第4因子：不安な個人的状態
寄一与率　　　　6．0％
　　　　．403
　　　　．653
　　　　．742
　　　　．457
　　　　．791
　　　　．513
　　　　．677
寄与率　　5．3％
　　　　．403
　　　　．352
　　　　．413
固有値　　1．570
11　収入の少ない仕事
12　理解困難な最近の話題
18　自慢できない仕事
19　資格，能力の欠如
26　消極的にする学歴
32　多忙な日常生活
寄与率 　4．5％
．541
．500
．586
．695
．597
．601
第5因子：不快な近隣関係
固有値　　　1．570　　　　　寄与率
9　隣人の監視行動
10　家族との別離寸前の不仲
16　隣人による噂
17　親戚との同居生活
18　自慢できない仕事
24近隣に建設の巨大建物
31半強制的な地域活動
33外国文化の無知
第6因子：不便な住居構造
固有値　　　1．243　　　　　寄与率
7　不便な住宅
21老朽化した住居
25家族員の結婚
29　借家の生活
第7因子：増大する家庭サービス
固有値　　　1．234　　　　　寄一与率
1　出資の多い家庭サービス
2　ゴミの放置
8　休日，家族との外出
第8因子：高まる生活水準
固有値　　　1．096　　　　　寄与率
13　教育費の負担増
20高い住居費
23仕事と関連したレジャー
第9因子：狭少な生活空間
固有値　　　1．・014
5　疲れやすい体質
14　手狭な住居
33外国文化の無知
寄与率
　4．5％
．724
．570
．618
．574
．515
．495
．588
．530
　3．6％
．429
．605
．536
．749
　3．5％
．718
．689
．504
　3．1％
．502
．576
．626
　2．9％
．361
．492
．699
知しており，この認知が必らず生活者のライフスティタスを変化させ，ストレスを低減させるか回避
させるかして，消費行動や消費生活に影響すると思われた。
　因子は，表3から理解されるように，ストレスフルな生活事件に関する9因子が抽出された。特に
第1因子「先行き不安の家庭生活」は，他の8因子に比較して固有値，寄与率とも圧倒的に高い。こ
の因子は，余計な出費，不要な出費を極力抑制する方向で，　「計画的な消費生活」を演出する因子で
ある。
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　第2因子「悪化する自然，社会的環境」は，生活者に日常生活を困難にする因子であるため，安全
かつ快適な消費生活への方向を強化する因子と思われる。また自然食品，健康食品の摂取と関係する。
　第3因子「離散する家族構成」は円滑なコミュニケーションを持続したり，そういった場の必要性
を喚起させる因子である。外食や旅行などにも強い関心が示される。
　第4因子「不安な個人的状態」は能力，学歴，従事している業務などに対する自信欠如から，製品
やサービスに対する高級化志向が評価されるかもしれない。
　第5因子「不快な近隣関係」は，周囲の人びとと協調を余儀なくする因子で，部分的には同調的な
消費生活が見られ，この因子の高揚は，地域活動や催事などへの積極的な参加を促進させる。
　第6因子「不便な住居構造」は，老朽化したり，古い建造物であったり借家であったりと，何かと
危険性と不便さを表現した因子である。この因子は，新しい住宅への関心の喚起が考えられる。
　第7因子「増大する家庭サービス」の因子は，就労女性の人口増が，クリーニング，洗濯，調理，
育児，清掃その他の家庭サービス支出の増大を促進すると思われる。
　第8因子「高まる生活水準」の因子は，年々生活水準の上昇志向を促進し，過去支出しなかった品
目に対する出費，あるいは消費生活の質，量にわたる増加，向上の傾向が指摘される。
　第9因子は「狭少な生活空間」の因子は，限定された生活空間を充実させるか，より拡大させる
か，より拡大させるかに努力を払わせる誘因である。創作活動，スポーツ，旅行などの余暇，レジャ
ー活動と関係するかもしれない。
　以上，現代の大都市生活者のストレスフルな生活事件が理解され，各因子と消費生活の仮定される
関係が要約された。
4．大都市生活者による「現代社会」の評価一特に女性の場合
　現代社会は，一義的に評価することは不可能と思われる。周知のように，われわれの生活する現代
社会は多面的で，きわめて複雑かつダイナミックな状況であり事態であることはいうまでもない。
また内容的には，好ましい側面，好ましくない側面も内包している。特にそういった社会に生活する
大都市生活者にとって，現在生きている社会というものをどう評価しているかは，大いに関心のもた
れるところである。
　われわれは，現代社会を3つの機能的側面からアプローチしようとした。激しく変動する「変化性」
側面，豊かさ，便利さの生活を基調とした「合理性」側面，さらには変化性，合理性の反傾性として
の「安定性」側面である。
1）「変化性」側面
　まず現代社会は，絶えず新しい技術革新の影響を受けて，特に大都市生活者の日常生活は大きく変
化してきている。たとえば僅か自動車，テレビ，コンピュータのみによる恩恵を考えても明白である。
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　西部逸によれば㈹，現代の家庭や共同体は，「いっの間にか，ビジネス活動の傘下に収められて回
転している」ということで「その外観に従って命名すれば，ビジネス文明と呼ぶのが適切だ」として
いる。つまり，このビジネス文明が追求し，さらに増進しようとしているのは，人間が「変化」を創
造することを通して，知的および道徳的に完全な状態に限りなく接近するという考えで，この変化に
適応できるものと，できないものとが生ずる。ここに都市生活者のストレスがあるのかもしれない。
　　わたしは，電子レンジの扱いが苦手で，なかなか憶えられませんでした。最近，それも最近で
　　すよ，やっと慣れたと思いますが，お手本に（操作の手引書）書いてあるような料理なんか
　　に使ったことはまだ一度もございません……（世田谷区・専業主婦・58歳）
　といった家庭製品一つにしても，技術の進歩により，その急激な変化についていけないといった主
婦の発言がみられる。変化は，単なる製品にとどまらない。
　　いつの間にか，この周りに住んでいる人たちもすっかり変わりましたね，……お買物にして
　　も生活に必要なものを売っているお店なんか，お隣りの「中央区」までいかないと，野菜に
　　したってお魚にしたって買えやしないんだから，本当に便利なようで，不便ですよ………
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千代田区・専業主婦・52歳）
　といった大都市の地域再開発が原因とはいえ，都市のビジネス機能が，一般大衆の消費生活を抑圧
している現状も無視できない。絶えず修正，改訂される市街地図からも理解されるところである。
　企業が未来へ向けて，何らかの技術革新を継続することは「善き状態」への進歩性を表現するもの
と評価しているところに問題があるのかもしれない。
　　企業がつぎつぎと新製品を出すのは結構ですが，折角気に入った化粧品をお店で買おうとし
　　ますと，もう無いんですね，「その代わりに，これはどうです！」とか，「これはいいですよ，
　　新製品なんですから」と売りつけられちやうと嫌ですね……（新宿区・会社事務・32歳）
　といった形で，ビジネス文明はこうした「変化」を休みなくつくり出す点で，つぎつぎと新製品が
開発され，未曽有の豊かな消費生活をつくり上げたといった偏った考えても指摘されなくはない。
そして現在では，生活者は，特に大都市生活者は，ビジネス文明の逃れられない枠組の中で，日常生
活を余儀なくされているともいえる。西部適によれば，現代社会の豊かさについて，「豊かな社会」
（affluent　society）といった表現のされ方に，現在は真の「豊かさ」を反映しているのかどうか，疑
問の余地があるとしている。むしろ西部適は，「流出する社会」（efflueut　society）と呼ぶのが適当で
ないか，と提言を行っている。つまり商品がとめどもなく開発され，流行がつくり出され，価値まで
もが流れ去っていく，新製品の氾濫と流出によって生じる「めまいの感覚」が，あたかも大都市に居
住する生活者に豊かな生活を享受していると錯覚させている，と述べているが，現代社会の変化性側
面にのみ，それもマイナスの側面のみに強い関心がもたれているためと思われる。
　以上，現代社会の「変化性」の側面は，特に大都市生活者にとって，意識させられ，体験させられ
る側面で，ビジネス文明により，絶え間なく市場に放出される開発，改良された新製品，そういった
製品を取扱う店舗のリニューアル，秒単位で表現されるコマーシャル，その中での消費生活，またそ
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の生活を背後で支えるコンピュータによる自動化，制御化，スピード化，職場環境での急進的な変化
および作業の多忙化，など，いずれにせよ現代社会の「変化性」側面は，大都市に居住する生活者に
とって，日常絶えず晒されているストレスフルな部分と思われる。
2）「合理性側面」
　現代社会のこの側面については，いかにわれわれの生活が，「便利になった」か，「快適になった」
か，「豊かになった」か，についての部分である。
　フィリップ・コトラーによれば（15），特に20世紀に入り，いかにわれわれの消費生活が変化したか
そして技術の進歩を享受しているか，である。たとえば代表的なものとして，かれは，電灯，自動車
航空機，電話，冷蔵庫，抗生物質，ラジオ，テレビ，複写機，合成洗剤，インスタント食品などを挙
げ，それらの出現により，消費生活が莫大な恩恵を蒙っていることを挙げている。つまりこれらの出
現により，生活者の時間とエネルギーを他活動に有効に転換させることになり，特に女性に対し家事
から解放して，社会的進出を促進したことも確かに事実である。ただわれわれは，技術革新されてい
く企業環境の意味を充分理解し，技術のもつプラス面，マイナス面を充分コントロールできなければ
ならない。
　もっとも問題にされやすい自動車の場合，一方では輸送力の強化，充実についてのプラス面はいう
までもない，生活者の行動範囲を拡大したことも事実である。そのことにより生活者の日常社会がい
かに質的内容を高め，変化のあるものにしたか，である。しかし他方では排気ガスの害，道路，橋梁
などの破損を高め，交通事故，交通渋滞を招いているのが実情である。この自動車は，現在では普及
率が高まり，過去の社会感覚からは想像つかない程，日常生活との融合化が進行している。
　　わたしの実家は東北の方ですが，娘の頃，結婚するならクルマのあるくらいの家としなけれ
　　ば（結婚を）と，よく親にいわれたことを憶えていますよ，いわれてそうね，と思ったもの
　　ですよ，……今では嘘みたいな話だけど……今は，ほとんど毎日みたいに子どもの運転での
　　っけてもらっています，」別に金持になったとも思っていません……（北区・専業主婦・60歳）
　かつては，自動車の所有は，一部特権階級のシンボルとして評価されていたが，技術革新の成果で
低コスト，大量生産が可能となり誰もが所有可能となったことはいうまでもない。
　ついで家電製品も，その出現で生活者の生活が合理的になり，著しい生活時間の変化がみられるよ
うになった。飯田経夫によれば（16），「さまざまな家電製品がつぎつぎに出て，人々の生活を大変楽し
く快適で，便利なものにしました……消費者にとって欲しいものは大体買ってしまって，買いたいも
のがなくなってしまうという感じです」という大体の家庭電気製品の普及が，飽市和場へのリード役
を務めたということである。確かに主婦にとって炊飯器や洗濯機の出現は，徐々に家事労働から解放
したといえる。
　　便利になりましたよ，そりや便利に，第一，洗濯ですね，冷たい水でごしごし洗うのは大変
　　ですよ，下着ばかりじゃないですからね，力がかかるんですね，身体の弱い人や悪い人は大
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　　変だったでしょうね，冬は湯を沸したり，これがまた大変なんですよ，スイッチーつという
　　わけにはいきませんよ，手も荒れますし……昔の主婦は大変でした，今の若い人には当然の
　　ように洗濯機を使っていますけれどね……（練馬区・元小学校教員・65歳）
　過去と比較して，現代社会の合理性は，目常生活の合理化を意味するともいえる。その中でも特に
家事が，いかに「便利になった」かである。そのことは，就労女性が増加する中で，食事の準備，ま
たは調理の手間を省くインスタント食品は，多くの機会利用されるようになってきたことはいうまで
もない。
　　何が便利って，わたしは主婦として，女性として，やっぱり食事の準備がありますね，それ
　　でしたくないときってあるでしょ，わたしなんかつくりたくないときって，しょっちゅうあ
　　りますよ，疲れているときは本当にそうですよ，いろんなインスタント食品でごまかすんで
　　すよ，本当にいろいろありますね，おかゆ，おすし，の類までありますね……
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（北区・看護婦・38歳）
　このことは，家庭生活だけでなく，学校生活においても，便利さが学生の生活を大きく変化させて
きたといえる。
　　ほとんどの大学生はコピーですよ，コピー！　アルバイトをしたりクラブ活動をしていて…
　　…試験前になると人のを借りてコピーするんですよ，複写機がないとダメじやないかしら…
　　…コピーを利用しない人っていないと思いますよ……（杉並区・女子大生・21歳）
　過去の大学生活と比較して，複写機の出現は，確かに記録，報告においても，手書きの生活から一
変させたと思われる。いずれにせよ，家庭生活，学校生活のみならず，職場においても自動化，合理
化が一段と促進され，カーボン複写紙やそろばんを使用していた事務と異なり，オフィスのOA機器
導入，工場へのロボット導入などは，労働条件の悪い過去の職場生活とはまったく異なり，快適な職
場環境へと変化したことである。
3）「安全性側面」
　労働省の調査によれば（ユ7），労働者の約8割が自分の健康状態について健康としながらも，何らか
の自覚症状があるとしている。そのなかでも慢性的な持病があるとしたものが，21．5％も挙げてい
る。そして全労働者の67．3％が仕事の上で，疲労を感じているという。また女性の方が，男性より疲
労度がやや高いということである。特に仕事や職業生活に関することで，半数が「強い不安，悩み，
ストレス」を感じ，男子の50歳未満の年齢層は「仕事の質，量の問題」，50歳代では「定年後の仕事，
老後の問題」，女子では各年齢層とも「職場の人間関係の問題」で，強い不安，悩み，ストレスを感
じていることが理解されている。たとえば，
　　勤めですか？　百貨店に勤めていますの，時間で交替しますけど，やっぱり午後になると疲
　　れが出てきますよ，立ちっぱなしですから……それに売上げ，売上げということで大変です。
　　わたしのような店員が一人ハッスルしてもどうにもならないと思うときがありますよ，化粧
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　　品のコーナーでは，同じメーカーの人同士競争していて，お互いにプレッシャーも大きいと
　　思いますね……（世田谷区，百貨店勤務・28歳）
　というように，組織で生産，販売していく総合的マーケティングの時代にあって，一店員の販売努
力の限界を，何かの瞬間感じるように思われる。
　　うちの勤めている工揚はね，食肉加工で，にわとりをバラしたり，洗ったり，つめたり，大
　　変ですよ，簡単なようでね，女性ばかりでね，割と表向きは仲が良さそうだけど……いろい
　　ろあって疲れるね，暇があれば，旅行だけが楽しみでお金を貯めてお友だちと行くわけ……
　　それだけが楽しみで，もっと旅行できればいいわね……（江東区・食肉加工揚勤務・53歳）
　女性だけの特有の対人関係があると評価される。単純作業であるが，肉体労働は大変のように思わ
れる。しかしそれ以上に職場の人間関係で，ストレスを感じるように思われる。親しい友人と旅行に
行くことによって，そのストレス解消を図っているように思われる。可能な限り旅行の楽しめる生活
を強くのぞんでいることは確かである。
　現在では，さかんに生活者にゆとり，余裕ということの重要性が強調されている。精神病理学者の
宮本忠雄は（’8），うつ病の発生しやすい状況として，女性では引越し，出産，配偶者の死亡，息子や
娘の結婚，男性では地位の昇進，転職引退などといった生活事件を指摘しているが，両者に共通し
て身体の病気，事故，けが，身内との死別などがある，と述べている。
　以上のように，変化の中には「喜ばしい変化」もあるが，生き方の転換，つまり人生の危機にうま
く対処できない不適応の問題もあるという。
　　主婦も主人の定年と同じように定年が欲しいですね，もらったからといって，何かをすると
　　いうわけではないですけど，老後は静かに過したいです……もう自分の好きなようにして少
　　しの貯えもありますから，子どもの世話にはならないで……でも喰いつぶしてしまわないよ
　　うにしなければと心配はしていますけど……（杉並区・専業主婦・65歳）
　というように，老後の問題は大きいように思われる。限られた財産での計画的生活は，ますます多
くの人びとの避けて通れない問題といえる。それだけに高齢化社会に関連して生活設計の問題が重要
になってくる。
　人により，急激な生活事件の発生，および変化は，対処や適応に巧拙があり，「頭の切り替え」「気
分の転換」のできないタイプを「メランコリー親和型」と呼ばれる。几帳面，律義”まじめ，仕事熱
心，徹底性，強い責任感がその特性として挙げられる。つまり過度の規範意識，過度の正常性は，
「メランコリー親和型」の中核を構成するが，徹底した管理社会の中にあっては，「理屈に合わないこ
と」「ばかなこと」を排除して，無駄を失くしていこうという仕組では，「メランコリー親和型」の人
びとは「つまらないことはしない」「ばかなことをしてはいけない」「理屈に合わないことは許されな
い」ということで，自己規制が厳しく合理性が重視されやすい社会では，妄想が生じやすくなるとい
われている。
　合理性思考からはずれるものは，直ちに「誤った判断」「あり得ない考え方」として疎外されると
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表4　年齢別にみた「現代社会」の3側面に対する評価
＼＼一一一年齢区分
現代＼＿社会の側面＼＼＼
変化性側面
合理性側面
安定性側面
20歳以下
63．8％
　（127）
21．6％
　（43）
・1－24歳125－29塵一34歳135－39歳1・・－44歳！5－49歳
57．1％
（124）
29．0％
　（63）
61．7％
（129）
26．8％
　（56）
13．6％　　13．8％　　11．5％
　（27）　1　　（30）　1　　（24）
　　　　　　　1
・9．・％1・6．・％
（・24）「（・20）
28．4％
　（59）
29．　7％
　（63）
12．0％　　13。7％
　（25）　1　　（29）
62．5％　　61．6％
（130）　　　（133）
26．4％
　（55）
24．5％
　（53）
・1．・％1・3．9％
（23）1（30）
，。．54歳［55劔上
55．2％
（101）
32．2％
　（59）
12．6％
　（23）
52．0％
（116）
30．0％
　（67）
17．9％
　（40）
?
58．　9％
（1104）
27．7％
（518）
13．4％
（251）
注）東京都内に生活する女性500名に対し回答388名を得た（回収率77．6％）。
し，それでも固執すると妄想とか異常者，精神患者として診断されかねないとする。現代の都市生活
者には，社会生活を営む上で，安定性の部分を重要な側面として評価することは大いに理解される。
　現代社会は，特に大都市生活者にとって多くのストレスフル生活事件を体験させ，不安や脅威の源
泉として評価されている。しかし同時にプラスの精神高揚的側面も併せて体験させるとして，「現代
社会に対する評価」はどのような実態であるのか調査された。そのためわれわれは，現代社会の側面
を以下の3側面から検討することにした。
　1　変化性側面
　コンピュータ中心の，スピーディな，多忙な，急進的な，活気のある
　といった社会の側面を評価するものである。
　H　合理性側面
　国際的な，労働の少ない，便利な，時間の節約できる，高学歴の
　といった社会の側面を評価するものである。
　皿　安定性側面
　余裕のある，豊富な，優雅な，休暇の楽しめる，安楽な生活の，
　といった社会の側面を評価するものである。
　いずれにせよ，これらの3側面について，年齢別に表示したものが，表4である。
　年齢別により，3側面間に顕著な差異が認められるのではないか，という前提でx2it定が行われた
が，その結果，x2＝16・42，　df＝16，　not　sigで有意な差異が認められなかった。しかし年齢を無視し
て，3側面間のみx2検定を行ったところ，ゴ＝609・9，　df＝2，1％水準の有意性が評価されたことで
ある。いうまでもなく，「変化性側面」の高く評価されていることが確認された。
　特に，女性を対象に調査を施行したのは，上記の動向と関係しているが，以下の理由が重視された。
　（1）女性の社会的進出が増加したとはいえ，家事労働を中心とする専業主婦もいる。
　②　就労女性，専業主婦ともに，現代社会をどう評価しているかの理解がのぞまれた。
　（3）将来の消費パターン，消費動向の研究との関連で，女性が対象者に選定された。
　ところで再度，表4から理解されることは，
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表5　年齢別にみた「現代社会」に対する評価
現代社会
　　　の諸側面
年齢区分
・藤ピユータ中心の
2．スヒ゜一ディーな社会
3．国際的な社会
4．多忙な社会
5．急進的な社会
6．活気のある社会
7．便利な社会
8．高学歴な社会
9．豊富な社会
・嘆間のemsできる社
11．休暇の楽しめる社会
12．労働の少ない社会
13．余裕のある社会
14．優雅な社会
15．安楽な生活の社会
?
20歳以下
n＝42％　数
14．1
21～24歳
n＝44
％　数
　14．728
13．6
27
10．6
25～29歳30～34歳
n＝42　　n＝43
％　数％　数
　15．332
15．7
　14．932
　15．334
　12．021
14．1
26
　12．428
14．6
29
7．5
15
6．5
13
7．5
15
3．5
35～39歳
n＝43
％　数
　12．731
　13．032
12．0
27
　13．　9
25
　11．027
9．7
29
　14．4
　　　　3023
　11．521
4．6
10
7．8
17
6．0
13
　4．6
7
3．0
10
　5．56
0．5
12
　0．9
1
2．0
24
8．6
18
8．1
17
2．4
8．7
18
8．7
27
11．8
25
15．1
40～44歳
n＝44％　数
12．5
26
15．4
5～49歳
n＝46
％　数
13．0
50～54歳55歳以上
m＝37　m＝47％　数％　数
　13．728
　14．442
　13．532
12．3
28
　11．526
9．4
20
　10．418
8．2
17
　2．9
5
5．3
11
3．8
22
8．5
18
　4．7
6
4．8
10
　2．　9
8
　1．92
　2．84
0．5
10
4．2
　13．925
　11．531
11．1
31
　12．621
　11．524
　15．324
11．1
21
　11．533
　10．623
12．0
　　25
8．7
18
6．3
13
　3．49
　3．86
　1．44
　1．06
　1．4
1
1．0
23
8．3
21
6．　6
12
　12．018
7．9
17
6．0
13
　5．6
7
　2．98
　0．9
3
　1．92
　1．4
3
　0．92
1．0
12
　2．36
　1．4
2
　L44
　1．9
3
　1．02
　0．9
2
100
199
22
9．3
17
4．9
28
13．0
29
9．4
21
6．7
15
9．4
21
9．9
22
　5．89
4．　4
13
　6．38
　4．4
5
　1．4
3
　03
　1．94
　1．92
　1．4
2
100
217
14
　4．08
　4．9
3
　1．90
　0．54
　1．44
　0．5
3
100
209
9
　2．29
　2．24
　1．9
1
　1．03
　1．4
1
100
208
5
　0．94
　1．14
　0．52
　03
100
212
2
　2．22
　1．1
1
　00
100
208
5
　2．72
　1．10
100
216
6
　0．92
100
183
2
100
223
　1　圧倒的に「変化性」側面に高いパーセントのみられたことである。
　20歳以下，25～29歳40～49歳などが，やや高いパーセントを示しているのが注目される。
　2　「安定性」側面は，3側面の中で，もっとも低いパーセントを示しているが，その中でも55歳
以上（17．9％）が，40～44歳（11．1％）の約2倍弱を示している点にも注目される。
　3　「合理性」，側面は，年齢によってはきわめて多様な2R・一一セントを示しているが，有意差はいう
までもなく認められなかった。ただし過去の生活と比較してか，50歳以上の人びとには高いパーセン
トのみられたことである。
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　以上の3側面を，さらに属性レベルで検討したものが，表5となる。これについては，以下のよう
な事実が理解された。
　20歳以下は（上位5位まで）
・急進的な社会　　　　　　　　　14．6％（29名）
・コンピュータ中心の社会　　　　　14．1％（28名）
・多忙な社会　　　　　　　　　　　14．1％（28名）
・スピーディーな社会　　　　　　　13．6％（27名）
・国際的な社会　　　　　　　　　　10．6％（21名）
　以下　略
　21歳から29歳までは，
・スピーディーな社会　　　　　　　15．5％（66名）
・コンピュータ中心の社会　　　　　15．0％（64名）
・国際的な社会　　　　　　　　　　12．0％（51名）
・多忙な社会　　　　　　　　　　　11．7％（50名）
・急進的な社会　　　　　　　　　　10．6％（45名）
　以下　略
　30歳から39歳までは，
・国際的な社会　　　　　　　　　　14．5％（61名）
・コンピュータ中心の社会　　　　　13．8％（58名）
・多忙な社会　　　　　　　　　　13．3％（56名）
・スピーディーな社会　　　　　　　12．4％（52名）
・活気のある社会　　　　　　　　　9．5％（40名）
　以下略
　40歳から49歳までは，
・スピーディーな社会　　　　　　　14．9％（63名）
・多忙な社会　　　　　　　　　　13．4％（57名）
・コンピュー一タ中心の社会　　　　　12．　7％（54名）
・国際的な社会　　　　　　　　　　12．3％（52名）
・急進的な社会　　　　　　　　　　10．8％（46名）
　以下　略
　50歳以上では
・コンピュータ中心の社会　　　　　13．8％（56名）
・国際的な社会　　　　　　　　　　12．3％（50名）
・スピーディーな社会　　　　　　　12．1％（49名）
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・活気のある社会　　　　　　　　10．6％（43名）
・多忙な社会　　　　　　　　　　10．3％（42名）
　ということで，「現代社会」を表現する場合，15項目の表現のうち，ほぼ上位5項目は，共通して
評価されたように思われた。
　以上から理解されることは，「現代社会」について，
　〔1｝各年齢別に，上位を占めた項目として，20歳以下では「急進的な社会」14．6％，ということで，
既存の価値観　ライフスタイル，慣行などが，崩壊しつつある社会と評価していること，21歳から2
歳まで（15．5％）と，40歳から49歳まで（14．9％）の「スピーディーな社会」ということで，変化の
激しい動きのダイナミックな社会と評価していることが理解される。30歳から39歳までは，「国際的
な社会」と評価して（14．・5％），わが国が諸外国との政治，経済面での相互影響や活発な人的交流を表
現した社会と考えていることである。さらに，50歳以上は，「コンピュータ中心の社会」を最高位の
パーセント（13．8％）と評価して，社会の仕組や運用が，コンピュータにより管理，展開されている
と考えていることは，注目される。
　（2）特に，「コンピュータ中心の社会」については，どの年齢層も低くなく，20歳以下14．1％，21歳
から29歳まで15．0％，30歳から39歳まで13．8％，40歳から49歳まで12．7％，50歳以上13．8％となり，
先述したように，日常生活において，多くの面でコンピュータによる恩恵と同時に，弊害も受けてい
ることが理解される。つまり個人により「コンピュータ社会」の評価は異なっても，
　1）　コンピュータにより，必要にして重要な生活上の問題の処理を迅速にしている
　2）　コンピュータにより，処理されたアウトプット，主として情報を有効に活用している
　3）多くの人びとが，パーソナルコンピュータであれ，その他関連の機器であれ所有している
　4）周囲の人びとの中には，コンピュータ関連の業務に関与している
　5）若年者層を中心に，コンピュータ関係の教育を受ける機会を期待している
などが，大きな原因のように思われる。
5．特に，若年者層と健康管理
　外観や容姿を気にする現代の若年者層は，スリムな身体づくりのために，健康管理に対する積極的
な努力がみられる。このことは，大都市生活者はストレスによる身心の疲弊により健康管理に留意し
なければならない状況にあることも理解される。たとえば，先の農林省の調査では（17），30歳未満の
若年者層男女に限定して，その実態（多肢回答）を紹介すると，
　「肩，首筋のこり，背中，腰の痛み」に，男性52．4％，女性64．・8％もいること，
　「目のかすみ，疲れ」でも，
　男性36．　6％，女性43．0％となっている。
　「身体全体の脱力感」については，
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　男性15．3％，女性11．0％も，自覚症状を訴えていることである。
　われわれは，大都市に居住する30歳未満の若年者層が，以上のような実態であることに驚かされ
　る。さらに，
　「身体疲労」の項目については，「とても疲れる」「やや疲れる」「あまり疲れない」「まったく疲れ
ない」「どちらともいえない」のうち，
　男性は「とても疲れる」15．2％
　　「やや疲れる」58．2％（計73．4％）
　女性は「とても疲れる」14．1％
　　「やや疲れる」51．7％（計65．8％）
となっている。
　「精神疲労」の項目については，
　男性は「とても疲れる」16．6％，
　　「やや疲れる」57．3％（計73．9％）
　女性は「とても疲れる」15．1％
　　「やや疲れる」55．5％（計70．6％）
と男女とも過半数の生活者が，疲労を訴えていることである。しかし，ストレス，疲労の解消につい
ては，睡眠，スポーツ，飲酒，ショッピング，パチンコ・麻雀，テレビ・ラジオ，読書，ドライブ・
旅行，見物・鑑賞，趣味などのうち，男女とも圧倒的に「睡眠や休息」をとることで，「ほぼ」回復
していると回答していることは，注目される。しかしいずれにせよ，現代社会に生きる若年者層が活
き活きして，まったく疲れを知らない状態で日常生活を過しているといえないことは，事実である。
　われわれが，東京都内に居住する18歳より29歳までの男女を対象に行った調査（1988年9月，400
名のうち318名回収）では，健康増進および健康回復のため，どのような方向がみられたが，であ
る。それによると，以下のような結果が得られた。
1．　スポーツの実施
2．食事量の抑制
3．　スポーツ・クラブへの参加
4．定期検診
5．禁酒，禁煙
6．健康，自然食品の摂取
7．　健康器具の使用
54．5％　（188）
10．7％　（　37）
9．9％　（　34）
9．3％　（　32）
7．2％　（　25）
7．2％　（25）
1．2％（4）
　となっている。若年者層にとって「スポーツの実施」がもっとも体力づくりに有効のように思われ
る。18歳から29歳までのなかでは，「24歳から26歳」がもっとも体力づくりが意識されやすく，高いパ
ーセントを示していることが理解された。「食事量の抑制」では，女性の25歳前後の結婚適齢期にも
っとも意識され，男性は27歳以後に，高いパーセントが指摘されている。また男女とも，「定期検診」
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と「健康食品の摂取」に高いパーセントの認められたことである。この問題に関連して木下冨雄の調
査は（’9），東京，大阪の1部上揚の企業を母集団にしているとはいえ
　そこでいかなる生活設計を計画するか，
成長時の生活，
内容が明確にされている。しかしどのような場合であれ，「健康」を前提として展開されること，周
知の点である。
　木下冨雄は（2°），最近の社会的状況で健康問題の重要性から，健康心理学の必要性を強調している。
その理由として病気の原因別死亡率の変化を挙げ，心疾患といった器質的な疾患で社会的ストレスお
よびストレスを受けやすいタイプA的パーソナリティを問題にしている。そこで個人的資質，社会的
ストレス，その個人のライフスタイルの心理的，社会的要因に関する研究も，今後のわれわれの研究
において考慮すべき方向と思われる。
1。企業では身体面を中心とした「健康対策」が中心であること。
2．若年者の人間ドック利用率は低いが，全体として定期健康診断は90％を超えていること。
3．　メンタル・ヘルスに関する関心は低く，将来計画として，精神的健康相談やメンタル・ヘルス
　についての管理者教育が考えられていること，などが報告されている。今後は，身心両面にわた
　るバランスのとれた健康管理が問題にされると思われる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　未婚者は結婚および結婚後，既婚者は育児および子どもの
　　　　　　さらには老後の生活というように，それぞれ結婚を契機に若年者層なりの方向および
6．生活設計の確認性
　何らかの生活事件に直面した生活者は，そのストレスを克服，回避，または緩和させようと努力す
ることは，先述のように充分評価された。ストレスが過度に個人にインパクトを与える場合は，本人
を疲弊，または疾病に至たらしめるが，通常は時期を得て，生活設計を確定し再出発しようとするこ
とが仮定される。つまり，残された（または今後の）人生のある一定期間を，どうレベル・アップし
て生活するかの計画を，強く意識することが考えられる。こういった生活設計の「確認性」は，図2
により説明が可能と思われた。
　図3では，「生活設計の確認性」（いかなるユニークな生活を，個人は設計し，確認するか）と，「生
活水準」（どの程度の水準の生活を営もうとするのか）の両者の関係から，消費生活を体系化し，予
想しようとする関係概念が示されている。
　調査対象者は，関東首都圏に居住し，成年男女20歳以上に限定された。配布された調査票は600票
で，425票が回収された（回収率70．83％）。そのうち企業に勤務しているもの241名（56．71％），大学
生184名（43．29％）であった。ただし学生の中から不備な回答用紙が2部発見されたため除外された。
　特に本研究の問題点1では，「生活設計の確認性」を，
　（1）「対人関係の状況」つまりだれと一緒にいるとき，生活設計の必要性を感じ，または改めて生
　　活設計の設定を意識するかである。
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図2本研究の概念図式
　　　1．年　齢
　　　　　3．残業
1労働観　　の頻度
（問題点12）
4．現職の
　満足度
5。現職の
　継続希望
???
6．生活設計
　の中心的
　内容
7．生活設計
　の動機
8．対人関係
　の状況
9．個人生活
　の状況
生活設計
の確認性
②　「個人生活状況」　つまり個人がどういう状態，またはどういった生活状況にあるとき，生活設
　計の必要性，あるいは生活設計の意識が生ずるのかである。
〔3）「生活設計の中心的内容」つまり生活設計の中心に，どのような価値観，または価値志向を内
　容として，生活設計を構成し確認するかである。
（4）「生活設計の動機」つまりいかなる動機にもとずいて生活設計を設定しようとするのか，換言
　すれば止むに止まれず生活設計を必要とする動機およびその種類についてである。
（5）「現職の満足度」　つまり現在の仕事に対する満足度で，満足の程度や状態の変化によって生活
　設計の必要性が規定されると思われた。
（6）「現職の継続希望」つまり他社への転職や他業界への移籍を考えず，現在の職務をそのまま継
　続するかどうかが，生活設計の必要性を意識させると思われた。
（7）「性別」　つまり男性か女性か，いずれの性別であるかにより，生活設計の必要性を意識する程
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　　度が異なると思われた。
　以上の変数を独立変数として，従属変数「生活設計の確認性」，つまりどの程度生活設計の必要性
を意識したのかを検討するものである。ここで，われわれは
　問題点1　生活設計の確認性は，生活者の属性，現在の生活状態，生活変化への動機，さらにには
希求する価値観などにより，変化すると仮定された。
　その結果，表6を参照すれば理解されるが7つの独立変数群のうち，
　1　対人関係の状況　　　　　（r＝0．3822）
　IH　生活設計の中心的内容　　（rニ0．1898）
　IV　生活設計の動機　　　　　（r＝0・1417）
　の3変数が，いずれも1％水準の偏相関係数で，有意であることが確認された。つまり「個人のお
かれた状況が，どんなであるか，今後どのような計画的生活をしなければならないか，さらにはどう
しても生活設計を設定しなければならないのはなぜか」といった3変数の組合せにより，生活者の生
活設計が確認されることが理解された。ここでは現在の生活状態，あるいは現在の職務に関する満足
度は，必らずしも強い関係をもたないことが理解された。生活設計を強く意識させる規定因に，労働
に関係する変数が何ら関係しないことは，極めて興味深い点と思われた。
　特にIr対人関係の状況」については，表7を参照すれば理解されるが，「その他（雑踏のなか）」
（－3．3073）と，むしろマイナス値より大都市生活者では，通常人混みの中で自分の身をおいている
状況では，生活設計は意識されないということである。しかし「親類の人」との歓談（0．4795），ま
た「友人，知人」との歓談（0．3674）においては，強い生活設計の確認性が評価されている。こうい
った人々と対応している状況では，強く意識されることは注目される。これは歓談中に相手の生活観
あるいは消費生活の実態を知って，自分たち自身もそれとは「同じ方向の」または「本人自身のユニ
ークな」生活設計を強く意識されるように思われる。このことは，われわれが大衆の中で「埋没」し
たとき，何ら個性的な，あるいは主体的な生活設計が意識されないが，親しい身近かな人と歓談する
とき，自己の顕示の意識が表出される形態でみられるように思われる。
　ついで偏相関係数の高い皿「生活設計の中心的内容」について検討すれば（表7参照），カテゴリ
　　　　　　　　表6　従属変数「生活設計の確認性」におよぼす7つの独立変数の影響度
レンジ 偏相関係数
1　対入関係の状況
H　個人生活状況
1H　生活設計の中心的内容
IV　生活設計の動機
V　現職の満足度
VI現職の継続希望
V皿性別
3．7868
0．3052
2．6297
2．3015
0，2877
0．3056
0．1031
0．3822＊＊
0．0495
0．1898＊＊
0．1417＊＊
0．0472
0．0672
0．0242
注）＊＊は1％水準で有意であることを示す。
　　　また重相関係数R＝0．4610
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表7　従属変数「生活設計の確認性」に有意な効果をもつ3つの独立変数群
1　対入関係の状況　　　　　　　　　　　　　カテゴリー・スコア
　　1．　一入でいる状況
　　2．家族といる状況
　　3．　友人，知人との歓談状況
　　4．　親類の人との歓談状況
　　5．その他（雑踏のなかの状況）
IH　生活設計の中心的内容
　0．1174
　0．2140
　0．3674
　0．4795
　－3．3073
カテゴリー．スコア????宗教的な行動，活動
政治的な行動，活動
豊かな商品での消費生活
静かな孤独生活
地域での奉仕活動
創造的な趣味・仕事の生活
不明（活動および生活が明確でない）
IV　生活設計の動機
　O．　8307
　1．7011
－0．2531
－O．9286
　0．3643
　0．1816
－0．1611
?????家事などを能率アップ
心理的安定
魅力的人間形成
家族との楽しい団らん
近隣との協調
レジャー，スポーツの享楽
自由の満喫
伝統的雰囲気の享楽
家計負担の軽減
カデゴリー・スコア
　　ー1．1420
　　0．1641
　　0．0002
　　－0．2323
　　1．1595
　　0．4568
　　0．1329
　　－0．2510
　　－0．5117
一・ Xコアの高い「政治的な行動，活動」（1．7011），つぎに「宗教的な行動，活動」（0．8307）を，生
活設計の内容の一部に老えていることが理解される。どの個人も，政治的および宗教的組織や団体に
所属しているわけではない。また所属することを強くのぞむとも思われない。これらの行動および活
動は，いずれもが特定の価値観にもとずいて生活を積極的に切り拓いていく側面として評価される。
っまり生活設計を強く意識する人びとの特徴をして，地域において，あるいは組織集団において，
積極的にリーダーシップを発揮する政治「的」行動活動を展開していく側面，また周囲の人びとに
対し，慈善的，献身的な宗教「的」行動，活動を展開していく側面をもった人びとに多いことであ
る。この事実は，「地域での奉仕活動」（0．3643）のやや高いスコアからも理解される。しかしマイナ
ス効果として，「静かな孤独生活」（－0．9286）が挙げられるが，こういった生活志向の人びとに生活
設計の確認が，極めて少ないことは，自己自身他の干渉や他人との共同協力関係を回避する傾向があ
って，計画的な生活設計をあえて必要としない点に，特徴が指摘されるように思われる。
　また有意な偏相関係数のIvr生活設計の動機」については，特に「近隣との協調」（1．1595）とし
て，周囲の人びととの対人関係を円滑に維持しよう，それを重視しようとする動機と関係し，さらに
自由時間を大いに「レジャー，スポーツの享楽」（0．4568）をしたいという，強い動機にもとずくと
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表8　生活設計の「確認性」に影響する要因
プ　ラ　ス　要　因 マ　イ　ナ　ス　要　因
カテゴリー・ウェイト
政治「的」行動，活動
近隣との協調
宗教「的」行動，活動
親類の人びととの歓談状況
レジャー，スzke　一一ツの享楽
友人，知人との歓談状況
地域での奉仕活動
1．7011
1．1595
0．8307
0．4795
0．4568
0。3674
0．3643
カテゴリー・ウェイト
対人関係の状況（雑談のみ）
家事などの能率アップ
静かな孤独生活
家計負担の軽減
一3．3073
－1．1420
－0．9286
－0．5117
　注）　カテゴリー・スコアを任意に0．3000以上の要因に限定した。
き，計画的な生活設計が確認されるように思われる。それに対し，動機づけの中でも「家事などを能
率アップ」（－1．1420）したいという食事，育児，清掃，洗濯，家族関係など，合理的にかつ迅速に
処理したいという動機は，むしろ計画的な生活設計にはマイナス効果をもっこと，また「家計負担を
軽減」←O．　5117）のため，何とかしなければ，何かをしなければといった動機も，マイナス効果の
もつことが理解された。
　以上，要約すると表8のように，生活設計の確認性におよぼすプラス要因とマイナス要因とが明確
にされた。
　われわれは，変化の激しい社会状況の中にあって，計画的な生活設計の必要性を強調するものであ
るが，生活者に安定した，かつ充実した社会生活のために，まず計画的な生活設計の
　（1）いかなる状況のとき
　（2）いかなる生活設計の内容で
　（3）いかなる動機により
　確認されるか，3次元の重要性が理解された。
　特に，大都市に居住する生活者は，しばしば何らかの生活事件に直面して，その対応が消費生活に
も反映されるように思われるためである。
　ストレスフルな生活事件に直面したとき，生活者は一時的には失望，自信喪失状況への回避といっ
た方向に向きやすいが，逆に精神的高揚による問題解決の方向も期待される。しかし徐々に，時間的
経過と共に何としても「自己崩壊」よりむしろ克服の方向が期待される。生活者は対人関係での自己
主張，近隣との協力援助関係を通して，さらには家庭擁護のために，何らかの生活設計を確認するこ
とが容易になると仮定される。
　可能ならば「こういった生活をしたい」そのためには「今後，何年間は努力したい」「こういった
方向での生活を継続する」ことにより，設定された目標を実現したい，という生活方法で努力される
ことになる。ところで生活設計について5ポイント尺度により，その程度が測定され，調査対象者が
3群に分類された。
　（a）生活設計を「非常によく考える」
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表9　仕事に対するイメージ（5ポイント尺度のSI）法）??????? ? ? ? ? ?明るい
楽しい
速い
重い
忙しい
力強い
満ち足りた
やりがいのある
明確な
生きがいのある
複雑な
派手な
　　　暗い
　　辛い
　　遅い
　　　軽い
一退屈な
一　弱々しい
一　むなしい
一　っまらない
一　あいまいな
一　あきらめた
一単純な
　　地味な
（F＝2．028）
（F＝・O．963）
（F＝1．121）
（F＝1．604）
（F＝7．034＊＊）
（F＝・1．461）
（F＝0．806）
（F＝0．849）
（F＝0．136）
（F＝1．037）
（F　＝O．878）
（F＝0．745）
　　　n＝208　X＝0．15　σ＝0．81
　（b）生活設計を「少しは考える」
　　　n＝200　X　＝・　O．　03　σ＝0．85
　（c）生活設計を「まったく考えない」
　　　n＝15　又＝－2．38，　σ＝1．85
　これら3群において，それぞれ「仕事に対するイメージ」は，どうかをF検定したところ，つぎの
ような表9のような結果が算出された。つまり12の「仕事イメージ」の評価（SD法）によって，「忙し
い　　退屈な」（F＝7．034，P＜0．01）のみが有意差が認められた。それ以外はまったく有意差が認
められなかったことは注目される。さらにこの「忙しい一退屈な」の尺度について検討を加える
と，この生活設計の確認性により，
　（a）「非常によく考える」（X＝4．14，σ＝O．83）
　（b）「少しは考える」　　（π＝3．83，σ＝0．93）
　（G）「まったく考えない」（X＝3．69，σ＝0．63）
　となり，特に（a）と（b）の間で，t＝3．　51，（P＜0．01）と，両者の間でのみ顕著な有意差の認められた
ことである。つまり「非常に生活設計について考える」生活者は，「少しは生活設計について考える」
または「生活設計をまったく考えない」生活者より，仕事は多忙である，といったイメージ評価をし
ていることが理解された。いずれも程度の差はあれ，生活設計について考えている生活者の問に多忙
さの違いとして評価していることである。強く生活設計を意識する生活者は，それだけ早く目標を達
成したい。あるいは仕事に努力することにより，生活目標の達成も可能になるだろうという考えのよ
うである。12の尺度のうち，この「多忙か，退屈か」の点において，有意差の認められたことは，大
いに注目される，しかし有意差は認められないが，高いF値（F＝2．028）の「明るい一暗い」で
は，生活設計をよく考える生活者（又＝3．57，σ＝0．94）が，まったく考えない生活者（X＝3，85，
σ＝1．07）より，「明るさ」においてやや低いことが理解されることもまた，大いに注目される。
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表10　生活設計の確認性と現職の満足度との関係
＼＼　　現職の満足度生活設計、＼一＿
　　　　の確認性　一』『Hs．＿
生活設計を非常に考える
生活設計を少しは考える
生活設計をまったく考えない
?
非常に満足
12．0％
（25）
11．5％
（23）
20％
（3）
12．1％
（51）
やや満足
61．5％
（128）
66．0％
（132）
53．3％
　（8）
63．4％
（268）
満足せず
26．4％
　（55）
22．5％
　（45）
26．7％
　（4）
24．5％
（104）
??
100％
（208）
100％
（200）
100％
（15）
100％
（423）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　κ2＝2．115，　df＝＝4，　not　sig．
表11　生活設計の確認性と現職の継続希望との関係
＼＿一　　現職の継続希望生活設計．L＼一＿
　　　　の確認性　＼
生活設計を非常に考える
生活設計を少しは老える
生活設計をまったく考えない
計
現職の継続
27．・9％
　（58）
24．5％
　（49）
26．7％
　（4）
26．2％
（111）
他社への転
職希望
39．9％
　（83）
23．0％
　（46）
13．3％
　（2）
31．0％
（131）
転職を考えず
32．　2％
　（67）
52．5％
（105）
60．0％
　（9）
42．8％
（181）
計
100％
（208）
100％
（200）
100％
（15）
100％
（423）
x2＝22．081，　df：＝4，　p＜0．01
　ここで，生活設計の確認性と「現職の満足度」との関係（表10）に注目すると，むしろ「非常に満
足」を示している生活者の方が，やや生活設計について「考えない」場合が多いといえそうである。
現職に何らかの満足を示している生活者では，生活設計を考える揚合と考えない場合とではそれほど
差異がみられない一つの特徴を示しているように思われる。現職について，あまり満足してその世界
に浸ってしまうことは，それだけより高次の生活設計を設定して，それへの努力をするということは
考えられないのかもしれない。
　続いて，生活設計の確認性と「現職の継続希望」の関係について，表11から検討してやると，
　（1）転職を考えたこともない一生活設計をまったく考えないという関係がもっとも高いパーセン
　　ト（60．0％）を示している。
　（2）他社の転職希望している一生活設計をまったく考えないという関係がもっとも低いパーセン
　　ト（13．3％）を示している。
　以上，生活設計を考えない生活者の場合，ほぼ過半の人びとが転職を考えないで，現状に満足して
いることが理解された。つまり，現状に満足しているものは，敢えて生活設計を必要としないのかも
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しれない。それに対し，生活設計について「少しは考える」生活者はもっとも高いパーセントが「転
職を考えず」（52．5％）で，約半数を占めているが，生活設計を「非常に考える」生活者は，現職の
継続にせよ，転職希望にせよ，転職を考えないにせよ，どの場合もすべてほぼ同じパーセントを示し
ている。これは現職について，どうすべきか，またよりよい生活を目指してどうすべきか，模索して
いて考えが固定しないところに特徴があるように思われる。
　設定された生活設計が，実施されるためには，まず経済的基盤である現職について，どうすべきか
の問題が生ずる。その点あまり現職への満足度の高いことは，生活設計も考えられないことに注意す
べきだと思われる。
7．将来の生活水準に対する評価
　大半の人びとは，現状の生活に満足することなく，将来の生活に向け，少しでもレベル，アップの
ため意欲が作用するものと思われる。特に生活者が，何らかのストレスフルな生活事件に直面した揚
合，本人は一つの方向として，生活水準を向上させる方向で行動が誘発される。この場合，どのよう
な変数と関係するのかが，重要と思われた。
　図2で示されたように，本研究の問題点2「将来の生活水準に対する評価」を，以下の変数で説明
しようとした。
　（1）「現職の満足度」つまり現職への満足度が高ければ生活水準は向上するのか，それとも不満で
　　ある方が，むしろ生活水準向上の誘因となって影響するのか，である。
　｛2）「現職の継続希望」つまり現職に現状のまま従事していることが，生活水準の向上に影響する
　　のか，それとも転職の方が向上に好ましいのか，である。
　（3）「残業の頻度」つまり生活水準を向上させるため，残業が多くなるのか，それとも残業の頻度
　　に関係なく，他の要因が生活水準の向上に影響するのかである。
　（4）「生活設計の中心的内容」つまり生活設計の中心にどのような内容を核にしているのか，いか
　　なる内容を生活設計にするかで，生活水準の向上に影響するのかである。それともまったく関係
　　しないかである。
　㈲　「生活設計の動機」つまり生活設計を計画的に設定する揚合，どのような動機にもとずいてい
　　るのか，この動機により生活水準の向上に関係するのかどうかである。
　（6）「年齢」つまり年齢の高低により，生活水準の向上に差異がみられるのかどうかである。それ
　　ともまったく年齢に関係しないのかである。
　（7）「出身地」つまりどの地域の出身者かにより，生活水準への向上にも明確な差異が指摘される
　　かどうか，あるいは出身地により，向上しようとする生活水準に差異がみられるのかどうかであ
　　る。
　以上の7変数を独立変数として，従属変数「将来の生活水準」との関係を検討しようとするもので
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ある。つまり生活水準の高低は，特に以上の7変数のうち，どの変数が強く影響しているのかに注目
するものである。
　ここでわれわれは，問題点2，将来の生活水準は，生活者の属性，現在の生活状態，生活変化への
動機さらには希求する価値観などにより影響されると仮定された。
　その結果，表12を参照すれば理解されるが，7つの独立変数群のうち，
　VII出身地（r＝0．1285）は，1％水準で有意であった。ついで
　H　現職の継続希望（rニ0．1212）
　IV　生活設計の中心的内容（r＝0．1166））が，5％水準で有意であることが理解された。つまり
「個人は，．どの地域の出身者であるか，現在の職業をそのまま継続した方がよいのではないか，さら
にはどのような生活設計を計画すべきか」といった変数の組合せにより，生活水準の向上が期待され
ることが理解された。そこで現職に満足していようとも，また残業を多くして増収入を考慮しても，
どのような動機で生活設計をたてるか，年齢はどうか，一切関係しないことが理解された。
　特にWの「出身地」については，表13を参照すれば理解されるが，「沖縄」（9．9027）とカテゴリー
・スコアがもっとも高く，ついで「その他」（海外）（O．・5539）となっている。これらの出身者が生活
　　　　　　　　表12　従属変数「将来の生活水準の向上」に影響する7つの独立変数
???現職の満足度
現職の継続希望
残業の頻度
生活設計の中心的内容
生活設計の動機
年齢
出身地
レンジ
0．5506
0．5111
0．4090
1．3662
0．8285
0．4399
1．2989
偏相関係数
　0．0926
　0．1212＊
　0．0759
　0．1166＊
　0．0768
　0．0611
　0．1285＊＊
注）＊＊は1％水準で，＊は5％水準で有意であることを示す。
　　また重相関係教　R　＝O．　6428
　　　　　表13　「将来の生活水準」に影響する出身地の効果
w　出身地
???????????? カテゴリー・スコア一〇．0294
－0．3962
－0．0083
－O．0841
　0．3944
－0。0266
－O．2417
－0．3950
　0。3230
　0．9027
　0．5539
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水準を高めようと努力していることは大いに理解される。また「近畿」（0．3944）も決して低くない
ことが理解されている。それに反して「東北」（－0．3962）や「中国」（－0．3950）などは，むしろ低
い傾向を示している。
　これらの事実は，特に「沖縄」「その他（海外）」出身者は，郷里を離れるとき，號に誓いをたて，
成功することを夢みて上京することや，東京での都市生活を通して，現在の大都市生活が同時に，か
つての郷里での生活より生活水準の向上を意味しているように解釈している。それに対し，「東北」
「中国」地方出身者は，大東京に居住して，周囲の生活者と比較して，自己の生活水準がそれほど高
くないと評価しているように思われる。このことは，つまり東北地方出身者は頻繁に東京との往来が
可能で，多くの出稼ぎ労働者の生活者が多いこと，中国地方出身者出身地も新幹線を通じて往来の激
しいこと，また情報の接触により，生活水準の格差を若干感じているように思われる。いずれにせ
よ，東北，中国地方出身者は，東京での都市生活に永住する意欲の少ないことも原因して生活水準の
向上に積極的でないように思われる。
　Hr現職の継続希望」については，生活水準の向上を目指す人びとは，この場合もっとも高いカテ
ゴリー・スコアから，明確に「現職の継続希望」（0，3422）していることが理解される。生活設計の
　　　　　　　　　表14　「将来の生活水準」に影響する現職の続継希望の効果
　　　　　　　1　現職の継続希望　　　　　　　　　　　　　　　　カテゴリー・スコア
1　転職を考えず
2　他社への転職希望
3　現職の継続希望
一〇．0898
－0．1687
　0．3422
表15　「将来の生活水準」に影響する生活設計の中心的内容
IV　生活設計の中心的内容＿????宗教的な行動，活動
政治的な行動，活動
：豊かな商品での消費生活
静かな孤独生活
地域での奉仕活動
創造的な趣味・仕事の生活
不　明
カテゴリー・スコア
　1．0696
－0．0961
－O．2282
－O．2966
　0，0671
　0．1217
－0．1917
表16生活水準の「レベル・アップ」のために影響する要因
プ　ラ　ス　要　因 マ　イ　ナ　ス　要　因
カテゴリー・ウエイト
宗教的な行動，活動
沖縄地方出身者
その他（海外）出身者
近畿地方出身者
現職の継続希望
九州地方出身者
1．0696
0．9027
0．5539
0．3944
0．3422
0．3230
カテゴリー・ウエイト
東北地方出身者
中国地方出身者
静かな孤独生活
一〇．3962
－O．3950
－O．2966
注）カテゴリー・ウエイトを任意に，ほぼ0．3000以上の要因に限定した。
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生活設計の確認性
』1込関係Q状況．
　親類の人，友人，知人と歓談の
　状況
生活設計の中心的内容
政治「的」および宗教「的」行
動，活動を中心とした生活設計
生活設計の動機
生活水準のレベル・アップ
→
出身地
　沖縄，その他（海外）近畿，九
　洲地域の出身者
→
生活設計の中心的内容
宗教「的」行動，活動を中心と
した生活設計
現職の継続希望
　　　　　　近隣との協調，レジャー，スポ　ー　　一→　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現職をそのまま継続すること
　　　　　　一ツのための生活設計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　図3　生活設計と生活水準との関係
確認性の場合，表14から理解されるように，他社への転職希望したり，現職への希望をしたり，必ら
ずしも安定した評価はみられない。また現職への満足度についても，必らずしも高いとはいえないが
（表12参照），生活水準のレベル・アップには「転職を考えず」や「他社への転職希望」と異なり，
「現職への継続希望」していることである。つまり継続して努力することが，生活水準の向上に連ら
なるといった考えを示していると思われる。ついで，
　Ivr生活設計の中心的内容」では，突出して「宗教的行動，活動」（1．0696）に高いカテゴリー・
スコアがみられる。このことは，宗教「的」な生活行動が，生活水準の向上に関係しているというこ
とであるが，信念をもって，集中した努力の重要性を意味しているように思われる。あるいは神仏に
誓いをたてた形態で，生活向上の努力が大きなウエイトを示しているともいえる。逆に「静かな孤独
生活」（－0．2966）は，カテゴリー・ウエイトがあまり高くないが，やや逃避的な傾向の生活態度は
決して生活水準の向上に寄与しないことも理解された。
　以上，整理すると表16のように要約される。つまり生活水準の向上のために影響する要因は，プラ
ス要因，マイナス要因いずれであれ，どの地域出身者であるかが，大きなウエイトを占めている。県
民性の研究なども指摘されるが，残された一つのアプローチと思われる。
　生活設計がどう意識され，どう計画的に設定されようとも，生活水準との関係で，少くとも生活水
準のレベル・アップに連らならない限り意味をもたないと思われる。
　図3を参照すれば，その点，生活設計の中心的内容を軸として相互に関係していることが理解され
る。さらに究極的には，精神的な豊かさを希求する方向での努力，また現職を誠実に傾注する努力と
いう点が評価される。特に関西以西の出身者の意欲は評価される。
8．労働観と消費意識との関係
大都市生活者のライフスタイルの方向や生活設計の確認については，労働観と消費意識との関係か
ら検討することが，何らかの予測が可能と思われた。この点，Yankelovich，　D．は（2’），労働に関する
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新しい価値観について，言及している。つまり労働の世界で，最近明確に顕在化している価値観とし
て，つぎの3点を挙げている。
　　b．余暇の重要性の向上
　　b．賃金報酬を得る労働の象徴的な重要性
　　c．仕事の人間化　　についてである。
　以上を検討すると，余暇という消費生活を享受するため，労働がいかに重要であるか，また賃金を
獲得するために，労働というものが評価されていること，しかし仕事そのものに充実感を得るため
に，仕事の人間的側面，つまり仕事に隷属されない，または仕事に従事することにより人格が損われ
ない方向へと変化していることである。これらの指摘は，われわれにとって，大いに経験的に理解さ
れるところある。
　いずれにせよ，消費意識乃至は消費行動として，たとえば定期雑誌の購読，文化的セミナーへの参
加，テレビ「娯楽番組」への視聴，スポーツ活動への積極的参加などと労働観としての現職への誇
り，現職への継続希望，賃金より業務内容，あるいは業務を通しての生きがい，人格形成，といった
内容と何らかの相関関係があるように思われた。
　われわれは，東京都23区およびその周辺都市の成人男女20歳以上，352名（質問紙調査票450票配
布，回収率78．2％）に1989年5月初旬より下旬にわたり調査が実施された。収集されたデータをカノ
ニカル相関分析した結果，有意な相関関係として，3群が得られた（表17参照）。要約すると，
　　タイプ1（第1構造ベクトル）
　労働観について
　　「自由時間の希望」（マイナス）
　　「自己の仕事への誇り」
　　「能力発揮の企業希望」（マイナス）
　消費意識について
　　「余暇でのレジャー活動」（マイナス）
　　「流行に無関心な生活」（マイナス）
　　タイプ2（第H構造ベクトル）
　労働観について
　　「仕事での生きがい」（マイナス）
　　「定年までの現職希望」（マイナス）
　消費意識について
　　「高価格ブランド志向」（マイナス）
　　「貯蓄より消費志向」
　　「休日のショッピング」（マイナス）
　　タイプ3（第皿構造ベクトル）
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表17　労働観と消費意識との関係
変 数 第1構造ベクトル 第1構造ベクトル
第皿構造
ベクトル
???（????）
????（????）
1　賃金より職種重視 一．3764 一．1521 一．1765
2　自由時間の希望 一．5614 一．2417 ．1437
3　仕事での生きがい ．2139 一．6119 ．0237
4　定年までの現職希望 ．1721 ．6198 一．4805
5　仕事による人格形成 ・・2・71－・・233 ．4308
6　仕事上の男女平等 ．1210 一．0624 一．2269
7　自己の仕事への誇り ．5182 ．0034 ．6330
8　職揚での仕事重視志向 ．0805 一．4569 一．1216
9　能力発揮の企業希望 一．5121 ．3157 ．3005
a　高価格ブランド志向 一．3314 一．5903 ．5689
b　情報収集による高級品購入 ．3307 一．2057 ．7219
c　有名店による商品購入 ．3407 ．0246 一．2733
d　余暇でのレジャー活動 一．5460 ．2236 ．2054
e　流行に無関係な生活 一．4232 ．3109 ．1026
f　商品購入による多大の出費 ．0989 一．0256 一．2284
9　貯蓄より消費志向 一．2053 ．4999 ．1819
h　クレジット・カードによる商品購入 一。1295 ．0596 一．2869
休日のショッピング 一．3609 一．5309 一．3217
????? ???? ???? ?? ??? ? 　．1418
　．3765
　．6132
164．060
81
　．1220
　．3493
　．7145
112．767
64
　。0706
　．2657
　．8138
69．122
49
有　意水　準 ．000 ．000 。003
労働観について
　「仕事への誇り」
　「定年での現職希望」（マイナス）
　「仕事による人格形成」
消費意識について
　「情報収集による高級品購入」
　「高価格ブランド志向」
といった関係が指摘された。
以上の結果は，
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　タイプ1は，自由時間がなく能力発揮できなくとも，その仕事が自慢できるならよい（労働観），
レジャーが楽しめなくともよい。しかし流行には敏感である（消費意識）ということで，一般に有名
企業，大企業に従事し，個性埋没な点が評価される。流行には無関心でないが，余暇にレジャーを楽
しむ精神的な余裕をもたない「大企業および公共機関に従事する生活者」といえる。
　タイプ2は，現職には生きがいが感じられず，そのうち転職も考えている（労働観）。高価格でな
いブランド品を購入，ショッピングもあまりしない。しかし消費志向である（消費意識）。このこと
は絶えず転職を考え，ノーブランド，低価格品に対し抵抗なく購入，ショッピングはあまりしない
「中小企業に従事するか，自営業を営む生活者」といえる。
　タイプ3は，定年まで現職でいることを希望しない。しかし仕事への誇り，人格形成を考えている
（労働観）。なお高級品，高価格のブランド品を購…入（消費意識）ということで，よりよい職場や仕
事を求め，能力発揮，人格形成を考えている。高級品，有名ブランド品を所有している「自由業，ま
たはサービス業の生活者」といえる。
　以上大都市生活者には，これらタイプが支配的で，それぞれ労働観，消費意識が理解されて，そこ
から特有のライフスタイルが確認されると思われた。
9．要　約
　情報化社会において，大都市生活者が充実した目常生活を営むためには，情報の種類，選択に大き
な意味をもつと思われる。しかし情報は，ときには生活者にとって生活事件（Life　Events）のスト
レッサーとして，生活者のステイタス変化，ライフスタイル変化を誘発することになる。
　教育水準，所得水準の高い現代の生活者の側から，以上のような社会状況において，現代社会をど
う評価し，どう計画的に克服，適応しようとするのか，である。そこで「生活設計の確認性」が検討
され，その確認性により，生活者は自己の生活水準のレベル・アップするために，その規定因につい
て注目された。単に中流意識の強い生活者の消費生活の側面に限定されることなく，労働観とのバラ
ンスの上で検討された。つまりマーケティングでは，生活者の労働観と消費意識の均衡の上で政策が
立案されるべきと思われる。
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